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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 47,455 48,144 49,805 44,628 19,148

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △3,145 1,326 △1,710 △5,154 205

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△）

（百万円） △4,260 1,383 △2,211 △3,685 434

包括利益 （百万円） △3,764 1,347 △2,862 △4,437 887

純資産額 （百万円） 13,446 14,654 11,660 7,098 7,871

総資産額 （百万円） 67,635 67,110 63,681 26,401 25,428

１株当たり純資産額 （円） 411.42 447.74 354.76 213.41 235.25

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

（円） △130.77 42.45 △67.87 △112.47 13.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － 42.06 － － 12.97

自己資本比率 （％） 19.8 21.7 18.2 26.5 30.6

自己資本利益率 （％） － 9.9 － － 5.9

株価収益率 （倍） － 4.1 － － 9.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 8,800 298 △3,317 △2,680 284

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2,105 △3,154 △1,534 △4,123 △1,189

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,769 △135 605 △2,821 △1,205

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 22,224 19,323 15,053 5,452 3,376

従業員数 （名） 1,389 1,422 1,633 911 917

(外、平均臨時雇用者数)  (346) (343) (355) (172) (180)
 

(注) １　第７期、第９期及び第10期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２　第７期、第９期及び第10期において親会社株主に帰属する当期純損失が計上されているため、「自己資本利

益率」及び「株価収益率」については、記載しておりません。

３　第10期における純資産額、総資産額、現金及び現金同等物の期末残高及び従業員数の減少は、主に造船事業

譲渡によるものであります。

４　第11期における売上高の減少は、主に造船事業譲渡によるものであります。

５　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第11期の期首から適用してお

り、第11期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

営業収益 （百万円） 172 600 118 14 819

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △690 155 △425 △724 △74

当期純利益又は当期純損失(△) （百万円） △1,717 258 △409 △2,331 264

資本金 （百万円） 2,538 2,538 2,542 2,563 2,581

発行済株式総数 （千株） 32,600 32,606 32,637 32,890 33,137

純資産額 （百万円） 8,470 8,588 8,048 6,619 6,096

総資産額 （百万円） 23,033 23,321 24,364 17,960 18,621

１株当たり純資産額 （円） 258.69 261.61 244.02 198.82 181.62

１株当たり配当額 （円） 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00

（内１株当たり中間配当額）  (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

（円） △52.72 7.92 △12.55 △71.16 8.02

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） － 7.85 － － 7.89

自己資本比率 （％） 36.6 36.6 32.7 36.4 32.3

自己資本利益率 （％） － 3.0 － － 4.2

株価収益率 （倍） － 22.1 － － 16.0

配当性向 （％） － 63.1 － － 62.4

従業員数 （名） 61 44 59 39 37

株主総利回り （％） 89.0 63.8 52.4 62.4 52.8

(比較指標：配当込みTOPIX)  (115.9) (110.0) (99.6) (141.5) (144.3)

最高株価 （円） 348 278 282 216 164

最低株価 （円） 233 145 111 113 117
 

(注) １　第７期、第９期及び第10期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２　第７期、第９期及び第10期において当期純損失が計上されているため、「自己資本利益率」、「株価収益

率」及び「配当性向」については、記載しておりません。

３　最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

４　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を第11期の期首から適用してお

り、第11期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【沿革】

当社は2011年10月３日に現 サノヤス・ライド㈱（旧 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌）の単独株式移転により、同社の完

全親会社として設立された持株会社であります。

　

提出会社設立以降の沿革

年月 概要

2011年10月

現 サノヤス・ライド㈱（旧 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌）が単独株式移転によりサノヤスホール
ディングス㈱を設立
当社普通株式を大阪証券取引所（市場第一部）に上場（サノヤス・ライド㈱は2011年９月28日
に上場廃止）

2012年１月
サノヤス・ライド㈱の子会社12社（サノヤス造船㈱、サノヤス建機㈱、サノヤス・エンジニア
リング㈱、加藤精機㈱、みづほ工業㈱、山田工業㈱、㈱サノテック、ケーエス・サノヤス㈱　
他非連結子会社４社）について、株式を取得し子会社とする

2013年７月
東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所市場第一部に上場

Sanoyas Rides Australia Pty Ltd（2021年１月譲渡）を設立 ※2013年10月に観覧車取得

2014年１月 Melbourne Star Management Pty Ltd（2016年１月解散）を買収

2014年４月
サノヤス・エンジニアリング㈱が、古河産機システムズ㈱から機械式駐車装置事業を吸収分割
により買収

2014年８月 サノヤス・インタラクションズ㈱（2018年12月解散）を設立

2014年12月 サノヤス精密工業㈱（現・連結子会社）を新設分割により設立

2015年３月 ㈱大鋳（現・連結子会社）を買収

2015年５月 FL CLOVER MARITIME S.A.（2021年２月解散）を設立

2016年４月
サノヤス商事㈱を存続会社としてサノヤス商事㈱、サノヤス安全警備㈱及びサノヤス産業㈱の
100％子会社同士を合併

サノヤス商事㈱よりサノヤス・ビジネスパートナー㈱に商号変更

2017年４月
サノヤス精密工業㈱を存続会社としてサノヤス精密工業㈱、加藤精機㈱及びケーエス・サノヤ
ス㈱の子会社同士を合併

2018年４月
サノヤス・ビジネスパートナー㈱を存続会社としてサノヤス・ビジネスパートナー㈱とサノヤ
ス建物㈱の100％子会社同士を合併

2018年４月 サノヤスＭＴＧ㈱（現・連結子会社）を設立

2019年４月
サノヤス・エンジニアリング㈱を存続会社としてサノヤス・エンジニアリング㈱と㈱大鋳の
100％子会社同士を合併

2019年４月
サノヤス・ビジネスパートナー㈱を存続会社としてサノヤス・ビジネスパートナー㈱と㈱サノ
テックの100％子会社同士を合併

サノヤス・ビジネスパートナー㈱は㈱サノテックに商号を変更（2021年２月譲渡）

2020年１月 ハピネスデンキ㈱（現・連結子会社）を買収

2020年４月
サノヤス・エンジニアリング㈱を存続会社としてサノヤス・エンジニアリング㈱とサノヤス建
機㈱の100％子会社同士を合併

2021年１月 サノヤス・プラント工業㈱（現・連結子会社）を新設分割により設立

2021年１月 Sanoyas Rides Australia Pty Ltdの全株式を譲渡

2021年２月
サノヤス造船㈱、㈱サノテック、CENTENARY MARITIME S.A.及びS&I MARITIME S.A.の全株式を

譲渡

2021年３月 サノヤスＭＴＧ㈱はサノヤステクノサポート㈱に商号を変更
 

年月 概要
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2021年４月

サノヤス・プラント工業㈱を存続会社としてサノヤス・プラント工業㈱とみづほ工業㈱の

100％子会社同士を合併

サノヤス・プラント工業㈱はみづほ工業㈱に商号を変更
 

 
なお、事業別会社への再編（2012年１月）までのサノヤス・ライド㈱の沿革は以下のとおりであります。

年月 概要

1911年４月 大阪市浪速区木津川１丁目において佐野川谷安太郎個人経営にて佐野安造船所創業

1916年１月 大阪市浪速区木津川３丁目に移転

1924年１月 千本松船渠㈱を買収し大阪市西成区津守町西８丁目に移転

1940年６月 個人経営を改組　佐野安船渠㈱を設立

1961年11月 陸機部門新設　水門、橋梁、鉄扉等の製作開始

1963年２月 国策工業㈱に資本参加　系列会社とする

1967年６月 大阪証券取引所市場第二部に上場

1972年６月 水島製造所建設着工

1974年１月 水島製造所操業開始

1974年２月 大阪証券取引所市場第一部に上場

1984年８月
㈱サノヤスに商号変更し本社を大阪市西区江戸堀一丁目10番２号に移転

国策工業㈱よりケーエス・サノヤス㈱に商号変更

1984年10月
山田工業㈱を買収

㈱サノテックを設立

1987年１月 本社を大阪市中央区道修町四丁目５番22号に移転

1990年10月 菱野金属工業㈱と合併

1991年４月 明昌特殊産業㈱を合併　㈱サノヤス・ヒシノ明昌に商号変更

1993年８月 本社を大阪市中央区瓦町三丁目６番１号に移転

1995年４月 加藤精機㈱を買収

1998年８月 エスティ㈱を設立

1999年10月 みづほ工業㈱を買収

2000年２月 本社を大阪市北区中之島三丁目６番32号に移転

2005年４月 エスティ㈱と合併

2009年７月 本社を大阪市北区中之島三丁目３番23号に移転

2011年７月 会社分割によりパーキングシステム事業をサノヤス・エンジニアリング㈱に承継

2011年10月
単独株式移転により持株会社 サノヤスホールディングス㈱を設立し、完全子会社となる

またサノヤス造船㈱、サノヤス建機㈱を設立
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年月 概要

2012年１月

会社分割により、造船事業及びプラント事業をサノヤス造船㈱に、建機事業をサノヤス建機㈱
に承継

サノヤス造船㈱、サノヤス建機㈱、サノヤス・エンジニアリング㈱、加藤精機㈱、みづほ工業
㈱、山田工業㈱、㈱サノテック、ケーエス・サノヤス㈱ 他非連結子会社４社の株式をサノヤ

スホールディングス㈱へ売却

サノヤス・ライド㈱に商号変更

本社を大阪市住之江区北加賀屋五丁目２番７号に移転
 

 

３ 【事業の内容】

当社は、2011年10月３日付で現 サノヤス・ライド㈱（旧 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌）の単独株式移転により、同社

の完全親会社として設立された持株会社であります。

なお、当社は特定上場会社等に該当し、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準のうち、上場会社の規模との

対比で定められる数値基準については連結ベースの計数に基づいて判断することとなります。

当社の企業集団は、当社及び子会社９社で構成されております。

当社グループの事業における当社、子会社及び関連会社の位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)を参照ください。

産業向けでは、サノヤス・エンジニアリング㈱がショットブラストマシンの製造及び保守点検、サノヤス精密工業

㈱が各種産業機械部品の製造及び組立、農機及び特装自動車用部品の製造及び組立、みづほ工業㈱及び美之賀機械(無

錫)有限公司が化粧品及び医薬品製造用の乳化装置及び攪拌機の製造、純水装置及び排水処理装置の製造、各種タンク

の設計及び施工、山田工業㈱が環境衛生装置の製造及び保守点検、医療廃棄物処理装置の製造を行っております。建

設業向けでは、サノヤス・エンジニアリング㈱が機械式駐車装置の販売及び保守点検、建設工事用エレベーターの製

造及びレンタル、山田工業㈱が空調衛生給排水設備の設計及び施工、ハピネスデンキ㈱が電気機械器具製造及び電気

工事を行っております。レジャーでは、サノヤス・ライド㈱及びサノヤス・ライドサービス㈱が遊園地遊戯機械設備

の製造、遊園地運営及び遊園地施設の運営管理の受託を行っております。

　なお、上記の説明は、後記の「セグメント情報」での区分と同一であります。

　事業の系統図は次のとおりであります。
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(注1)　2021年４月１日にサノヤス・プラント工業㈱及びみづほ工業㈱は、サノヤス・プラント工業㈱を存続会社とし

て子会社同士の合併を行っております。また同日付でサノヤス・プラント工業㈱はみづほ工業㈱に商号を変更

しております。

(注2)　2022年４月１日に山田工業㈱はサノヤス・エンテック㈱へ商号を変更しております。

 
４ 【関係会社の状況】

 
 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)      

　サノヤス・エンジニアリング㈱

※２、３
大阪市住之江区 35百万円

機械式駐車装置の製造及び保守点

検、ショットブラストマシンの製造

及び保守点検、建設工事用エレベー

ターの製造及びレンタル

100.0
当社の役員１名が

同社の役員を兼務

　サノヤス精密工業㈱

※２、４
兵庫県三田市 60百万円

各種産業機械部品の製造及び組立

農機及び特装自動車用部品の製造

及び組立

100.0
当社の役員１名が

同社の役員を兼務

　みづほ工業㈱

※２、５、８
大阪市西成区 60百万円

化粧品及び医薬品製造用の乳化装置

及び攪拌機の製造、純水装置及び排

水処理装置の製造、各種タンクの

設計及び施工

100.0
当社の役員１名が

同社の役員を兼務

 美之賀機械（無錫）有限公司 中国江蘇省 3,266千人民元 純水装置及び排水処理装置の製造
100.0

〔100.0〕
－

 山田工業㈱

　※10
大阪市中央区 100百万円

空調衛生給排水設備の設計及び施

工、環境衛生装置の製造及び保守点

検、医療廃棄物処理装置の製造

100.0 －

 ハピネスデンキ㈱

　※６
東京都大田区 100百万円 電気機械器具製造及び電気工事 100.0 －

 サノヤス・ライド㈱

　※２、７、９
大阪市住之江区 100百万円 遊園地遊戯機械設備の製造 100.0 －

　サノヤス・ライドサービス㈱ 大阪市住之江区 80百万円
遊園地運営及び遊園地施設の運営管

理の受託

100.0

〔100.0〕
－

　サノヤステクノサポート㈱

 ※２
大阪市住之江区 10百万円 技術及びシステム等の支援業務 100.0

当社の役員１名が

同社の役員を兼務
 

 (注) １　「議決権の所有割合」欄の〔内書〕は間接所有割合であります。
※２　特定子会社であります。
※３　サノヤス・エンジニアリング㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。
主要な損益情報等

   (1) 売上高　　　      5,156百万円
   (2) 経常利益　          107百万円
   (3) 当期純利益　　       85百万円

※４　サノヤス精密工業㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合
が10％を超えております。
主要な損益情報等

   (1) 売上高　　　      2,405百万円
   (2) 経常利益　          217百万円
   (3) 当期純利益　　      322百万円

※５　みづほ工業㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％
を超えております。
主要な損益情報等

   (1) 売上高　　　      4,434百万円
   (2) 経常利益　          360百万円
   (3) 当期純利益　　      281百万円

※６　ハピネスデンキ㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が
10％を超えております。
主要な損益情報等

   (1) 売上高　　　      2,598百万円
   (2) 経常損失　        △111百万円
   (3) 当期純損失　　     △70百万円
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※７　サノヤス・ライド㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合
が10％を超えております。
主要な損益情報等

   (1) 売上高　　　      2,539百万円
   (2) 経常利益　          216百万円
   (3) 当期純利益　　      177百万円

※８　2021年４月１日、みづほ工業㈱は、吸収合併によりサノヤス・プラント工業㈱にその権利義務の全部を承継
させ解散しました。また、同日付でサノヤス・プラント工業㈱はみづほ工業㈱に商号を変更しております。

※９　2021年11月30日、サノヤス・ライド㈱は資本金を200百万円から100百万円に減資しております。
※10　2022年４月１日、山田工業㈱はサノヤス・エンテック㈱に商号を変更しております。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2022年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

産業向け 317  （9）  

建設業向け 330  （29）  

レジャー 200 （142）  

全社（共通） 70   

合計 917 （180）  
 

(注)　１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分出来ない管理部門に所属しておりま

す。

 

(2) 提出会社の状況

2022年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

37 41.0 11.1 5,641,298
 

(注)　１ 従業員数は就業人員であります。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 提出会社の従業員は、すべて全社（共通）に属しております。

４ 平均勤続年数の算定にあたっては、現 サノヤス・ライド㈱（旧 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌）における勤続年

数を通算しております。

 

(3) 労働組合の状況

当社、サノヤス・エンジニアリング㈱、みづほ工業㈱、サノヤス・ライド㈱及びサノヤステクノサポート㈱に

は、日本基幹産業労働組合連合会に加盟する労働組合があります。一方、サノヤス精密工業㈱には従業員組合があ

り、それぞれ会社と組合との関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
経営環境及び課題への取組み

　経営の基本方針である各事業の収益の極大化を図るため、それぞれの事業体が直面する事業環境に適応して、選択

と集中を進め、業績を向上させていくことが当社の最大の課題です。その解決のためには、各事業に最適なビジネス

モデルを構築し洗練していける体制面の強化、独立採算による責任と権限の明確化、意思決定の迅速化、事業特性に

応じたリスク管理強化等が必要となります。これを実現するために、当社グループでは事業ごとに分社化することが

最適であると考え、2012年１月に持株会社体制に移行しました。持株会社体制により各事業会社をグループ全体の観

点から統括し、グループ戦略を策定して資源配分を最適化する機能と、経営管理の均質化を含めたガバナンスを事業

会社全てに徹底する体制の構築を目指すと共に、各事業会社は各事業に最適なビジネスモデルを構築・洗練し、独立

採算で事業を行うことにより、連結経営のレベルアップを図り、社会や市場の変化に迅速に対応できる企業グループ

体制の確立を目指しました。

　コーポレートガバナンスについては、グループガバナンスの一層の充実に努めると同時に、経営資源の最適配分と

効率経営を徹底することで企業価値の向上を図りました。当社は、意思決定の迅速化と業務執行に対する取締役会の

監督機能の強化を図るため、2018年６月22日開催の第７期定時株主総会をもって、監査役会設置会社から監査等委員

会設置会社に移行しました。また、当社は従前より取締役の人事や報酬に関し、独立社外取締役から適切な関与と助

言を得ていましたが、更に客観性・透明性を向上させ、経営陣に対する監督機能の一層の強化を図るため、取締役会

の諮問機関として任意の指名・報酬委員会を2018年２月１日付で設置しました。

　当社グループでは祖業である造船事業を「コアビジネス」とし、Ｍ＆Ｔ事業を「第二のコアビジネス」として位置

付け、事業の多角化に取り組んできました。造船事業は、中国や韓国勢との競争に晒され、“船腹及び建造設備の過

剰”という構造が長期に渡り継続し海運市況が低迷する中、国内外で造船事業の統合・再編の動きが表面化してきま

した。このような状況下、当社の規模・体力からみて、グループに複数の造船所を有し多様な船種のラインナップを

揃え、同じ瀬戸内に本拠を持ち資本力もある㈱新来島どっくの参加に入り事業を継続した方がよいと判断し、2021年

２月28日付で同社に造船事業を譲渡しました。

　Ｍ＆Ｔ事業につきましては、2018年4月2日に陸上事業とレジャー事業を営む子会社をＭ＆Ｔグループ（Machinery &

Technology Group）として再編し、これを統括・支援する中間持株会社「サノヤスＭＴＧ㈱」を設立して強化を図っ

てきました。造船事業譲渡に伴い、2021年3月1日付で持株会社としての機能をサノヤスホールディング㈱に統一し、

「サノヤステクノサポート㈱」に会社名を変更したうえで、事業会社の技術面・システム面を主として支援する機能

を持つ本社組織の一部と位置づけました。サノヤステクノサポート㈱は、「企画管理部」「システム企画部」「もの

づくり推進部」で構成され、「ものづくり推進部」傘下には各事業会社の技術・設計部門の業務効率化やグループ横

断的に取り組むべき技術開発を担う「開発支援室」、グループ全体の品質保証・品質管理を統括する「品質保証推進

室」、グループ会社間接部門の業務効率化を行う「ＩＴ化推進部」を置きました。

　事業会社におきまして、2019年４月に、ともに産業機械製造とメンテナンス等のサービスを主業とするサノヤス・

エンジニアリング㈱と㈱大鋳の２社を統合しましたが、2020年４月には、さらに建設工事用エレベーターの販売・レ

ンタルを主業とするサノヤス建機㈱を追加統合して、経営効率化や人財最適配置、既存工場共同利用等によるシナ

ジー追求に基づいて事業構造の強化・拡充を進めました。一方で、事業領域の拡大を図るべく、動力制御盤・分電

盤・配電盤等のメーカーであるハピネスデンキ㈱の全株式を2020年１月６日付で取得し、完全子会社化しました。

　また、Sanoyas Rides Australia Pty Ltdにつきましては、2021年１月31日付で世界各地において観覧車建設及び運

営事業を手がけるROBUグループ（所在地：スイス）に保有する全株式を譲渡しました。加えて、サノヤス造船㈱傘下

で食品タンク等の製造・販売を行っていたプラント事業部を2021年１月４日付でサノヤスＭＴＧ㈱内に移管し、2021

年４月１日付でみづほ工業㈱と合併しました。
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　2021年３月以降は、造船事業を持たない持株会社の下に、Ｍ＆Ｔ事業という従来の「第二のコアビジネス」を主体

とする８事業会社を擁する体制に一新するとともに、グループ内の各社が相互に協働・補完しながら、一つの塊のよ

うに結集してグループとしての成長・発展を目指すこととしました。具体的には、2021年３月25日の取締役会におい

て2022年３月期を初年度とする４ヵ年の「中期経営計画2021」を決定しました。これは、新たな成長軌道を展望した

経営戦略を打ち出すことによりグループの一層の結集を図るものであり、従来以上に総合力発揮に重心を移すことに

より、それぞれの事業領域においてニッチトップを目指すという、より高い目標を掲げて力強く再出発する内容と

なっています。そのために、「技術オリエンティッド」（＝技術を経営の中核に据え、製品・ものづくりを鍛え

る）、「ハイサイクル経営」（＝経営サイクルや情報・意思伝達が高速で回転する経営管理を実現する）をメインコ

ンセプトとして、４年後には「連結売上300億円、経常利益率６％、ＲＯＥ10％」を達成目標としています。

　2021年6月1日付には、サノヤスホールディング㈱およびサノヤステクノサポート㈱に東京本部を設置しました。関

東地区におけるＭ＆Ａの情報収集および推進、関東地区での業容拡大やプレゼンス工場、グループ一体運営、有事の

本社バックアップ等の役割を担っています。

　併せて「中期経営計画2021」に掲げるＥＳＧを重視した経営を実践するため、2021年10月1日に取締役会の下部組織

としてサステナビリティ委員会を設置しました。サステナビリティ並びにＥＳＧに関わる経営の基本方針、事業活動

やコーポレートの方針・戦略に関し、企画・立案・提言を行うとともに、各グループ会社が策定したサステナビリ

ティ活動及びその目標・ＫＰＩの審議、進捗状況のモニタリング、達成内容の評価を行っています。

　グループ一体運営をより強固に推進し、更なるグループ一体化と意思疎通の共通化を図るため、2022年4月1日付で

ホールディングス役員体制に「上席執行役員」を新設し、各社の事業会社社長が兼務します。ホールディングス上席

執行役員はグループ全体最適を視野に、ホールディングス役員の立場で各事業会社の運営にあたります。

 
＜事業会社一覧＞

事業会社 主要営業品目

サノヤス・エンジニアリング㈱

 機械式駐車装置の製造及び保守点検

 ショットブラストマシンの製造及び保守点検

 建設工事用エレベーターの製造及びレンタル

サノヤス精密工業㈱
 各種産業機械部品の製造及び組立

 農機及び特殊自動車用部品の製造及び組立

みづほ工業㈱  化粧品及び医薬品製造用の乳化装置及び攪拌機の製造

 純水装置及び排水処理装置の製造

 各種タンクの設計及び施工美之賀機械(無錫)有限公司

山田工業㈱

 空調衛生給排水設備の設計及び施工

 環境衛生装置の製造及び保守点検

 医療廃棄物処理装置の製造

ハピネスデンキ㈱  電気機械器具製造及び電気工事

サノヤス・ライド㈱
 遊園地遊戯機械設備の製造

 遊園地運営及び遊園地施設の運営管理の受託
サノヤス・ライドサービス㈱
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経済状況、事業環境について

　当社グループの事業は、主として国内景気の動向に大きく左右されますが、2020年来新型コロナウィルスの感

染拡大による国内外の経済への打撃により業績の後退を余儀なくされています。具体的には、建設工事用機械や

電気制御設備、空調・給排水工事は高層ビル・マンションや工事設備の建設需要に、機械部品製造、化粧品用機

械製造、タンク製造、自動車部品製造、鋳造機製造は国内製造業の需要動向に影響を受けます。遊園機械の販売

事業や遊園地運営事業は、国内及び海外のレジャー施設建設需要と、国内及び海外の消費者のレジャー需要（天

候要因を含む）に影響を受けます。

また、化粧品用機械を中心に海外への輸出に注力しており、現地での需要動向や法規制等の変更による影響を

受ける可能性があります。

(2) 外国為替相場の変動について

レジャー事業を中心に輸出入があり、外国為替相場の変動により当該事業の業績が影響を受ける可能性があり

ます。

(3) 金利の変動について

　今後、金利が上昇した場合、当社グループの有利子負債の支払利息が増加し金融収支が悪化する可能性があり

ます。この対策として、長期借入金の一部についてデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として

利用しています。

(4) 投資有価証券について

　当社グループの保有する投資有価証券については、既述の事業再編の動きに合わせ、保有有価証券の見直し及

び売却処分を行い保有株式の一部を減少させていますが、大半が上場株式であるため、今後、株式相場が大幅に

変動した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、今後の同社株式の保有方針については、「第４ 提出会社の状況 ４コーポレート・ガバナンスの状況

等　（５）株式の保有状況 」をご参照ください。

(5) 原材料、資材、エネルギー価格について

　鉄、銅をはじめとする非鉄金属、石油石炭等の原材料の値上がりに連れて当社グループの調達資材や電力等エ

ネルギー価格が上昇し、長期の受注生産を中心とする当社グループの事業特性からコストアップ要因として働き

業績に影響を与える可能性があります。

(6) 製品の保証について

　当社グループでは、品質管理基準に従って製品の製造並びに据付工事及びメンテナンス等を行っていますが、

当社グループ負担の保証工事や製造物賠償責任等に伴うコストの発生から、保険等でカバーすることができず、

業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 不採算工事の発生に関するリスク

　当社グループが施工する工事において、当該工事の施工段階で当初の想定外の追加工事原価等により不採算工

事が発生した場合、工事損失引当金を計上することとなり、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を与

える可能性があります。

(8) 減損会計の適用によるリスク

　当社グループでは、製造設備をはじめとした事業の用に供する各種資産を保有しています。それらの時価が著

しく下落した場合、又は事業資産の収益性が悪化し回復の可能性が見込めない場合には、減損会計の適用により

それらの固定資産の減損損失を計上することにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、買収に伴ってのれんを計上しており、当該事業の収益性が悪化し回復の可能性が見込めない場合には、

減損会計の適用によりのれんの減損損失を計上することにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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(9) 法的規制、会計基準について

　当社グループは、国内外での各種法令、許認可や規制の順守のもとに事業を遂行し、会計基準に則り会計処理

を行っていますが、法令の改廃や法的規制が設けられたり、また、税効果会計や減損会計を適用しているため、

将来の予想数値の変更があった場合、並びに会計基準が変更される場合等には当社グループの貸借対照表、損益

計算書に影響を及ぼす可能性があります。

(10) 環境保全について

　社会の要請である環境保全については、グループ全体で真摯に取り組んでいますが、不測の事態等によりコス

トが発生し業績に影響を及ぼす可能性があります。

(11) 災害及び事故について

当社グループは火災、地震、台風等の各種災害に対し、損害の発生及び拡大を最小限に止めるべくシステム機

器の外部センター等への分散配置等の処置を講じていますが、それらの災害により当社グループの活動が影響を

受ける可能性があります。また、工場及び工事現場、遊園地等における安全管理には万全を期していますが、万

一事故が起きた場合には損害額、賠償額が保険等で十分カバーされず当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

　茲許、世界的な蔓延により世界の経済に大きな打撃を与えている新型コロナウイルス禍については、国内経済

に主たる基盤を置く産業機械事業の分野や消費者向けサービス事業の分野で、経済活動の急激な低下による影響

を大きく受ける可能性があります 。

(12) 訴訟等について

　当社グループの事業に関連して、当社グループが当事者となることのある訴訟その他法的手続きに係る決定等

により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社組織の総務部に法務担

当者を配置し顧問弁護士と相談しながら訴訟の発生リスクを極小化しています。

(13) 情報セキュリティについて

　当社グループが保有する情報資産の保護については、管理体制の整備や教育、情報セキュリティシステムの構

築等によって、グループ全体で取り組んでいます。しかし、コンピュータウイルスへの感染や不正アクセス、そ

の他不測の事態によって、これらの情報資産が消失、もしくは漏洩した場合、当社グループの業績や信用・評判

等に影響を及ぼす可能性があります。セキュリティ確保の観点から、システム企画部を中心にＩＴシステムを含

む情報管理の体制を整備・更新し、従業員への教育等を行い、情報漏えい防止に努めています。

　(14) 人財の確保・育成について

　当社グループは、造船事業が不況の時期に定期採用を絞ったことにより年齢構成に偏りがあります。また、成

長戦略を推進するにあたり即戦力の人財確保が課題です。ここ10年は、好不況にかかわらず一定数の新卒採用を

行っており、即戦力の中途採用にも注力しています。また、2019年４月より60歳定年を65歳に延長する「65歳定

年制度」を導入し、ベテラン人財の活用とベテランから中堅・若手への技能伝承に努めています。しかし、労働

市場の動向によっては、当社グループが計画する人財の確保ができず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 (15) 新型コロナウイルス感染症について

世界的な新型コロナウイルス感染症の影響により、当社グループにおいても、事業を取り巻く環境について先行

き不透明な状況が生じています。この対策として、当社グループの従業員や家族への感染防止を図るために、

「サノヤス・スタンダード」として次のような対策に取り組んでいます。

・安全衛生の徹底（マスク着用、検温等）

・在宅勤務、時差出勤の推進

・Web会議等を活用し、国内外の出張については、不要不急なものは避ける

　今後も動向を注視しながら適宜対策を講じていきますが、さらなる感染拡大等、想定を超えるような事態が発

生する場合には、国内外の経済状況の変動に応じ、当社グループの財政状態や業績に重大な影響を及ぼす可能性

があります。特に緊急事態宣言の発出による遊園地への休業要請や海外渡航制限などにより遊園地来客のさらな

る減少等の可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社)の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、全国各地で緊急事態宣言やまん

延防止等重点措置の適用が繰り返し行われるなど、厳しい状況が続きました。一方で、ワクチン接種率の上昇に伴い

重症患者数は減少傾向にあり、制限緩和による経済活動の持ち直しがみられるものの、東南アジアをはじめ世界的な

流行は収まりきらず、半導体はじめ各種工業部品・部材の供給が長期化する事象が頻発しています。

また、地政学リスクの増大がこれらの部品・部材の供給の長期化や原材料価格の上昇に拍車をかけることが懸念さ

れ、予断を許さない状況が続いています。

このような状況の中、当社グループの事業のうち、レジャー事業の主力である遊園地運営において秋以降客足が戻

り業績が好転しましたが、特に建設業向けセグメントにおける事業会社の運営において、当社の部品・部材調達の遅

れや顧客事情による納期の延長、受注の後ずれが発生、業績に大きな影響を与えています。

この結果、当連結会計年度における経営成績は、売上高は19,148百万円（前年同期比25,480百万円（57.1％）の減

収）となり、造船事業を除いた前年同期比では434百万円の増収、営業利益は222百万円（前年同期は5,267百万円の営

業損失・造船事業を除いた前年同期は598百万円の営業損失）、経常利益は205百万円（前年同期は5,154百万円の経常

損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は434百万円（前年同期は3,685百万円の親会社株主に帰属する当期純損

失）となりました。これら前年同期比の数値については、2021年２月末造船事業を㈱新来島どっくに譲渡した影響が

含まれます。

 
セグメント別の経営成績の分析につきましては、当連結会計年度より、現在の８事業会社における事業を下記のと

おり、産業向け、建設業向け、レジャーに分けて、３セグメントとして分析することとしています。

 産業向け

セグメント

建設業向け

セグメント

レジャー

セグメント

サノヤス・エンジニアリング㈱    
 機械式駐車装置の製造及び保守点検  〇  

ショットブラストマシンの製造及び保守点検 〇   
建設工事用エレベーターの製造及びレンタル  〇  

サノヤス精密工業㈱    
 各種産業機械部品の製造及び組立 〇   

農機及び特装自動車用部品の製造及び組立 〇   
みづほ工業㈱・美之賀機械(無錫)有限公司    
 化粧品及び医薬品製造用の乳化装置及び攪拌機の製造 〇   

純水装置及び排水処理装置の製造 〇   
各種タンクの設計及び施工 〇   

山田工業㈱    
 空調衛生給排水設備の設計及び施工  〇  
 環境衛生装置の製造及び保守点検 〇   
 医療廃棄物処理装置の製造 〇   
ハピネスデンキ㈱    
 電気機械器具製造及び電気工事  〇  
サノヤス・ライド㈱、サノヤス・ライドサービス㈱    
 遊園地遊戯機械設備の製造   〇

 遊園地運営及び遊園地施設の運営管理の受託   〇
 

※2022年４月１日、山田工業㈱はサノヤス・エンテック㈱に商号を変更しております。
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　当連結会計年度のセグメント別の業績の概要と、前年度比較は次のとおりです。

（単位：百万円）

  
産業向け

セグメント

建設業向け

セグメント

レジャー

セグメント
計 調整額 合計

売上高 9,416 7,192 2,539 19,148 － 19,148

 前年同期比増減額 △48 19 464 434 － 434

営業損益 856 288 342 1,487 △1,264 222

 前年同期比増減額 179 △27 761 914 △92 821

受注高 9,708 6,477 1,875 18,061 － 18,061

 前年同期比増減額 2,421 △427 1,169 3,163 － 3,163

受注残高 4,212 4,333 1,176 9,721 － 9,721

 前年同期比増減額 1,146 203 1,022 2,372 － 2,372
 

（注）前年同期には、上記以外に、造船事業において売上高25,915百万円、営業損失4,669百万円、受注高30,379百万円

を計上していたため、調整後合計額は、売上高44,628百万円、営業損失5,267百万円、受注高45,278百万円でし

た。

 
　産業向けセグメントにおいては、2020年来のコロナ禍影響の解消が進み、各事業会社は引き合い・商談を再開、受

注に至る案件が増加、各工場も操業度を上げています。売上高については、半導体関連向け精密機械加工およびドラ

イブ・シャフトの工場が年間を通してフル稼働状態を継続、ショットブラスト製造装置も下期からはフル操業となり

ました。一方、化粧品製造装置では夏場以降顕在化した設備投資案件を確実に捕捉したものの上期の受注不足を補い

切れず、この結果、セグメント売上高は前年同期比微減収となりました。営業利益については、化粧品製造装置、食

品産業用タンク、精密機械加工の増益により、前年同期比増益となりました。受注については、期初出遅れた化粧品

製造装置の受注が大きく進展し、食品産業用タンクおよびショットブラスト装置受注の増加を合わせて、前年同期比

大幅受注増となりました。この結果、当連結会計年度の売上高は9,416百万円（前年同期比48百万円の減少）、営業利

益は856百万円（前年同期比179百万円の増加）、受注高は9,708百万円（前年同期比2,421百万円の増加）、受注残高

は4,212百万円（前年同期比1,146百万円の増加）となりました。

　建設業向けセグメントにおいては、従来、コロナ禍の影響は比較的軽微でしたが、秋以降、当社製品に使用する電

子部品・部材の調達が長納期化するケースが頻出する事態となっています。これにより、特に、高層ビル用の動力盤

を主体とする配電盤事業において電子部品・部材の不足が著しく、業況に大きな影響が出ている他、機械式駐車装置

のリニューアル・修繕において工事の遅延が発生しています。この結果、売上高については、動力盤制御盤等の売上

が前年同期比大きく減少し、これらを高層ビル建設用仮設エレベーターと空調衛生給排水設備工事の増収によって補

い、微増収となりました。営業利益も同様に、高層ビル用動力盤等の減益を高層ビル建設用仮設エレベーターと空調

衛生給排水設備工事の増益で補い切れず小幅な減益となりました。受注については、建設用仮設エレベーターは前年

同期を上回りましたが、動力盤制御盤等については、部品・部材の長納期化が影響し、前年同期比受注減となりまし

た。この結果、当連結会計年度の売上高は7,192百万円（前年同期比19百万円の増加）、営業利益は288百万円（前年

同期比27百万円の減少）となり、受注高は6,477百万円（前年同期比427百万円の減少）、受注残高は4,333百万円（前

年同期比203百万円の増加）となりました。

　レジャーセグメントにおいては、2021年９月まではコロナ禍による緊急事態宣言やまん延防止等重点措置などによ

る遊園地営業の休止要請や、水際対策によるインバウンド客の消失など厳しい事業環境が継続しましたが、ワクチン

接種普及等により最悪期を脱し、緊急事態宣言の解除された2021年10月以降、利用客が戻り、変異株オミクロン型の

流行が懸念されたものの、遊園地施設営業の売上高が大幅に増加しました。また、国内遊園地からの部品・修理の

ニーズが復活し、当連結会計年度では、営業黒字に転じました。一方、遊戯機械販売においては、第２四半期に東武

動物公園から水上木製コースター「レッジーナ」のリニューアル工事を受注しましたが、国内遊園地の新規投資意欲

は総じて低いため、当面は部品・修理ニーズへ積極的に対応し受注高を積み上げました。この結果、当連結会計年度

の売上高は2,539百万円（前年同期比464百万円の増加）、営業利益は342百万円（前年同期は418百万円の営業損

失）、受注高は1,875百万円（前年同期比1,169百万円の増加）、受注残高は1,176百万円（前年同期比1,022百万円の

増加）となりました。
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以上の結果、当連結会計年度の売上高は19,148百万円となりました。前年同期比では25,480百万円の減収となりま

したが、造船事業譲渡の影響を除いたベースでは前年同四半期比434百万円の増収となりました。

営業利益は222百万円となりました。前年同期は5,267百万円の営業損失でしたが、造船事業譲渡の影響を除いた

ベースでは前年同期は598百万円の営業損失でした。

受注高は18,061百万円となりました。前年同期対比27,216百万円の減少となりましたが、造船事業譲渡の影響を除

いたベースでは3,163百万円の増加となりました。

受注残高は9,721百万円となりました。前年同期比2,372百万円の増加となりました。

また、経常利益は205百万円（前年同期は5,154百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は434百万円

（前年同期は3,685百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

 
　(資産)

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて2,129百万円減少し、11,508百万円となりまし

た。これは主に、契約資産が534百万円、原材料及び貯蔵品が141百万円それぞれ増加したものの、現金及び預金が

2,176百万円、その他流動資産が866百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,157百万円増加し、13,919百万円となりまし

た。これは主に、投資有価証券が655百万円、有形固定資産が421百万円、無形固定資産が143百万円それぞれ増加し

たこと等によるものです。

 
　(負債)

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて1,583百万円減少し、8,573百万円となりまし

た。これは主に、契約負債が481百万円、未払法人税等が219百万円、その他流動負債が130百万円それぞれ増加した

ものの、1年内返済予定の長期借入金が883百万円、短期借入金が850百万円、前受金が661百万円、支払手形及び買

掛金が364百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べて161百万円減少し、8,983百万円となりまし

た。これは主に、長期借入金が868百万円増加したものの、資産除去債務が395百万円、繰延税金負債が386百万円、

リース債務が309百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

 
　(純資産)

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べて772百万円増加し、7,871百万円となりました。

これは主に、資本剰余金が263百万円減少したものの、利益剰余金が567百万円、その他有価証券評価差額金が359百

万円それぞれ増加したこと等によるものです。

 
② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ2,076百万

円減少し、3,376百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

通りです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ2,964百万円収入が増加し、284百万円の資金の

増加となりました。主な支出は、売上債権の増加899百万円、仕入債務の減少396百万円、契約負債の減少181百万円

であり、一方、主な収入は、法人税等の還付808百万円、減価償却費667百万円、税金等調整前当期純利益227百万円

であります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ2,934百万円支出が減少し、1,189百万円の資金

の減少となりました。主な支出は、有形固定資産の取得による支出955百万円、無形固定資産の取得による支出224

百万円であります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ1,616百万円支出が減少し、1,205百万円の資金

の減少となりました。主な支出は、短期借入金の純増減額850百万円、リース債務の返済による支出257百万円であ

ります。

 

③ 生産、受注及び販売の実績

a.生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

造船 － △100.0

産業向け 6,414 △15.8

建設業向け 4,990 △3.8

レジャー 625 22.6

合計 12,030 △70.3
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去していません。

２　金額は期間中に発生した製造原価で示しています。

３　当連結会計年度において生産実績に著しい変動がありました。これは、主に造船事業譲渡によるものです。

 

b.受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高 受注残高

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

造船 － △100.0 － －

産業向け 9,708 33.2 4,212 37.4

建設業向け 6,477 △6.2 4,333 4.9

レジャー 1,875 165.6 1,176 663.8

合計 18,061 △60.1 9,721 32.3
 

(注) １　レジャー事業の遊園地運営は受注高及び受注残高に含めていません。

２　当連結会計年度より、建設業向けセグメントに建設工事用エレベーターレンタルの受注高、受注残高を含め

ております。この変更に伴い、前年同期比についても建設工事用エレベーターの受注高、受注残高を含めた

数値で比較しております。

３　当連結会計年度において受注実績に著しい変動がありました。これは、主に造船事業譲渡によるものです。
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c.販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比（％）

造船 － △100.0

産業向け 9,416 △0.5

建設業向け 7,192 0.3

レジャー 2,539 22.4

合計 19,148 △57.1
 

(注) １　当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

金額（百万円） 割合(％) 金額（百万円） 割合(％)

CARDINAL MARITIME S.A. 6,435 14.4 － －
 

２　CARDINAL MARITIME S.A.については、当連結会計年度において10％未満のため記載を省略しています。

３　当連結会計年度において販売実績に著しい変動がありました。これは、主に造船事業譲渡によるもので

す。

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
① 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、売上高は前期比25,480百万円(57.1％)減少の19,148百万円とな

り、営業利益は222百万円（前期は5,267百万円の営業損失）、経常利益は205百万円（前期は5,154百万円の経常損

失）、親会社株主に帰属する当期純利益は434百万円（前期は3,685百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）と

なりました。

造船事業を譲渡した結果、当社グループの事業は主として国内マーケットの影響を受けることになりました。国

内景気は新型コロナウイルス感染症の影響から持ち直しつつありますが、部品・部材の供給の長期化や原材料価格

の上昇が当社の業績に大きな影響を与えています。これらの外部環境の変化に適切に対応していく一方で、前述の

通り、各社の経営規模を効率的な運営を行なえる水準に再編を進めた結果、各個社レベルでの経営水準の向上やグ

ループ間の相互協働・補完も進んできており、経営体質の強化に繋がっています。また、既存事業の成長に加え、

2020年１月の動力制御盤、分電盤、配電盤等のメーカーのハピネスデンキ㈱買収や、2022年8月に予定している同業

の松栄電機㈱買収にもみられるように、引き続きシナジー効果が期待できる事業の強化・発掘に努めていきます。

近年、若年層の減少やわが国の景気が堅調に継続していることから、雇用環境が売手市場になり、安定的な人財

確保が難しくなっています。また、当社グループにおいては、ベテランから中堅・若手への技能伝承も課題の一つ

です。この課題の解決策の一つとして、2019年４月より60歳定年を65歳に延長する「65歳定年制度」を導入してお

り、安定的な新規採用活動の継続と合わせてマンパワーの継続を図っていきます。

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年

度末に比べ2,964百万円増加し、284百万円の収入となりました。主な支出は、売上高の増加に伴う売上債権の増加

899百万円に対し、主な収入は、法人税等の還付808百万円でした。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ2,934百万円減少し、1,189百万円の支出となり

ました。主な支出は、有形固定資産の取得による支出955百万円、無形固定資産の取得による支出224百万円でし

た。
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財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ1,616百万円減少し、1,205百万円の支出となり

ました。短期借入金の返済による支出850百万円が主要因です。

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、3,376百万円と前連結会計年度末に比べ2,076百万円

減少しました。一方、当連結会計年度末の有利子負債残高は8,922百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,122百

万円減少しました。キャッシュ・マネジメント・サービスを導入によりグループの資金効率を改善し、借入金の返

済を進めた結果です。

 
セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであります。

（産業向け）

産業向けセグメントにおいては、各種産業機械部品の製造及び組立、及び農機・特殊自動車用部品の製造及び組

立が国内景気の回復を受け年間を通して好調でした。また、ショットブラストマシンの製造及び保守点検、及び化

粧品及び医薬品製造用の乳化装置及び撹拌機の製造が下期から持ち直しました。

 
（建設業向け）

建設業向けセグメントにおいては、建設工事用エレベーターの製造及びレンタル、及び空調衛生給排水設備の設

計及び施工が首都圏を中心とした建設工事の活況を背景に好調でした。一方で、電気機械器具製造及び電気工事、

機械式駐車装置の製造及び保守点検は、電子部品・部材の調達難の影響を受け苦戦を強いられました。

 
（レジャー）

レジャーセグメントにおいては、特に遊園地運営が緊急事態宣言や海外渡航制限の直撃を受けましたが、緊急事

態宣言が解除された2021年10月以降は利用客が戻り、業績が回復しました。

 
② 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。重要な会計方針については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項　（連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。連結財務諸表の作成にあたっては、会計上の見積りを

行う必要があり、特に以下の事項は、経営者の会計上の見積りの判断が財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼ

すと考えております。

なお、新型コロナウィルス感染症の影響等不確実性が大きく将来事業計画等の見込数値に反映させることが難し

い要素もありますが、期末時点で入手可能な情報を基に検証等を行っております。

（固定資産の減損処理）

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループ

から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として計上しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては

慎重に検討していおりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が

生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 
５ 【研究開発活動】

当社グループは、中期経営計画で掲げた「技術オリエンテッド」の方針を踏まえて、多様な市場・顧客ニーズに

応えるべく、経済性・安全性に優れ、環境にも配慮した新商品・新技術の開発・研究に取り組み、各事業分野にお

ける商品力の強化、事業分野の拡大、及びブランドイメージ向上を目指して各種研究開発を積極的に推進しまし

た。当連結会計年度におけるグループ全体での研究開発費は82百万円であります。

建設工事用エレベーターでは、ゼネコン各社から要望の強い工事用エレベーターの高揚程機の開発を行いまし

た。機械式駐車装置では、脱炭素社会実現に向けて拡大が著しいＥＶ車対応の製品開発を行いました。

化粧品及び医薬品製造用の乳化装置及び攪拌機では、顧客が商品の開発から量産へのスムーズな立ち上げを行う

ための、より使い勝手の良い研究室向けの撹拌乳化装置を開発・製品化しました。また、顧客の新しい処方開発に

向けて、流体解析などの科学的解析手法を活用して撹拌性能が向上できる技術の提供を継続しています。

金属加工事業では、新規ＣＡＭを用いて、５軸マシニングセンターの性能を最大限に引き出す事に取り組んでい

ます。これにより、切削形状の複雑化、微細化や高精度化に対応し新規加工分野へ参入を目指しています。

遊園地遊戯機械設備では、保守・点検作業の高度化・効率化に向けて保守・点検システムの開発と実証実験を行

い、基本技術の確立を行いました。監視盤事業では、中規模ビル用に、大型タッチパネルを搭載して操作性を高め

た小型監視盤（タッチコン）の開発を行いました。

また、これらの開発を加速させるために、サノヤステクノサポート㈱に技術部門を新設し、新規技術の開発や事

業成長の加速に加えて、技術・人財の強化、グループ技術部門の高位平準化を行う体制を整えました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において、当社グループ(当社及び連結子会社)は生産の効率化や合理化を目的とし、総額1,073百万

円の設備投資を実施しました。

主なものは、みづほ工業㈱におけるテクニカルセンター新築507百万円及びサノヤス精密工業㈱における甲府工場改

修176百万円であります。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

該当事項はありません。

 

(2) 国内子会社

2022年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械及び

運搬具

土地

(面積千㎡)
その他 合計

サノヤス・エンジ

ニアリング㈱

広島工場

(広島県

東広島市)

建設業向け

工事用エレ

ベータ及びク

レーン製作・

修理設備

29 11
243

(23)
2 286 14

サノヤス・エンジ

ニアリング㈱

宮崎工場

(宮崎県日向市)
産業向け

鋳造機製造

設備
102 80

122

(4)
5 310 26

サノヤス精密工業㈱
本社及び工場

(兵庫県三田市)
産業向け

機械部品製造

設備
952 407

143

(12)
96 1,600 76

サノヤス精密工業㈱
甲府工場

(山梨県甲府市)
産業向け

機械部品製造

設備
96 124

110

(4)
128 460 31

みづほ工業㈱
本社及び工場

(大阪市西成区)
産業向け

化粧品製造用

機械製造設備
1,076 218

798

(4)
68 2,161 119

ハピネスデンキ㈱
茨城工場

(茨城県古河市)
建設業向け

電気機械器具

製造・電気工

事設備

116 42
118

 (34)
1 277 38

ハピネスデンキ㈱
九州工場

(福岡市博多区)
建設業向け

電気機械器具

製造・電気工

事設備

12 0
277

 (1)
0 290 17

ハピネスデンキ㈱
大阪工場

(大阪府大東市)
建設業向け

電気機械器具

製造・電気工

事設備

14 0
159

(2)
0 174 52

サノヤス・ライド㈱
三田工場

(兵庫県三田市)
レジャー

遊戯機械製造

設備
59 0

110

(2)
0 169 7

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウエアの合計であります。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　上記以外に、事業用遊戯機械(帳簿価額145百万円)及び建設用貸与機械(帳簿価額566百万円)があります。

４　上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
賃借料又はリース料

(百万円)
リース契約残高

(百万円)

サノヤス・エンジ
ニアリング㈱

東京テクノセンター
(千葉県成田市)

建設業向け 生産設備
　年間
　賃借料

42 －
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年６月21日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 33,137,420 33,170,820
東京証券取引所

市場第一部(事業年度末現在)
スタンダード市場(提出日現在)

単元株式数は100株
であります。

計 33,137,420 33,170,820 － －
 

(注)　提出日現在の発行数には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれていません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

ストックオプション制度の内容は「第５ 経理の状況　１　連結財務諸表等 注記事項」の（ストック・オプ

ション等関係）に記載しています。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2017年４月１日～
2018年３月31日(注)１

0 32,600 0 2,538 0 1,110

2018年４月１日～
2019年３月31日(注)１

6 32,606 0 2,538 0 1,111

2019年４月１日～
2020年３月31日(注)１

30 32,637 3 2,542 3 1,114

2020年４月１日～
2021年３月31日(注)２

252 32,890 21 2,563 21 1,135

2021年４月１日～
2022年３月31日(注)３

247 33,137 18 2,581 18 1,154
 

EDINET提出書類

サノヤスホールディングス株式会社(E25662)

有価証券報告書

 21/114



 

(注)１　新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加です。

　　　２　新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加と特定譲渡制限付株式（譲渡制限付株式報酬）と

しての新株発行による増加です。特定譲渡制限付株式としての新株発行の発行形態は有償第三者割当、発行

価格は163円、資本組入額は81.5円、割当先は取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）５

名、執行役員５名及び子会社の取締役15名です。

　　　３　新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加と特定譲渡制限付株式（譲渡制限付株式報酬）と

しての新株発行による増加です。特定譲渡制限付株式としての新株発行の発行形態は有償第三者割当、発行

価格は144円、資本組入額は72円、割当先は取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）３

名、執行役員４名及び子会社の取締役19名です。

　　　４　2022年４月１日から2022年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が33,400株、資

本金が２百万円、資本準備金が２百万円増加しています。

 
(5) 【所有者別状況】

2022年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 16 24 175 25 55 13,452 13,747 －

所有株式数
(単元)

－ 63,698 9,902 74,129 5,288 1,451 176,803 331,271 10,320

所有株式数
の割合(％)

－ 19.23 2.99 22.38 1.59 0.44 53.37 100.00 －
 

(注) 1　自己株式47,214株は、「個人その他」に472単元、「単元未満株式の状況」に14株含まれています。

2　単元未満株式のみを有する単元未満株主は、914名です。

 
(6) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

サノヤス共栄会 大阪市北区中之島三丁目３番23号 2,602 7.85

日本マスタートラスト信託銀行㈱
(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,365 7.14

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 1,425 4.30

ストラクス㈱ 東京都千代田区岩本町三丁目５番５号 1,402 4.23

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台三丁目９番地 1,123 3.39

住友不動産㈱ 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 1,120 3.38

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 650 1.96

石田眞信 山口県岩国市 649 1.96

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 東京都中央区日本橋一丁目４番１号 564 1.70

㈱タクマ 兵庫県尼崎市金楽寺町二丁目２番３３号 534 1.61

計 － 12,435 37.53
 

(注)　上記株主のうち、サノヤス共栄会は当社グループの取引会社で構成する持株会です。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式

 
－ －

47,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,079,900 330,799 －

単元未満株式 普通株式 10,320 － －

発行済株式総数  33,137,420 － －

総株主の議決権  － 330,799 －
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式14株が含まれています。

 
② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

サノヤスホールディングス㈱
大阪市北区中之島
三丁目３番23号

47,200 － 47,200 0.14

計 － 47,200 － 47,200 0.14
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

 当該事業年度における取得自己株数 1,472 ―
 

(注) 当事業年度における取得自己株式数は、当社取締役及び執行役員並びに当社子会社取締役の退任に伴う譲渡限

付株式の無償取得によるものです。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他( － ) － － － －

保有自己株式数 47,214 － 47,214 －
 　
(注)　当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及

び買増請求による株式数は含めていません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題として認識しており、企業体質強化のための内部留保に努めな

がら、業績に対応し安定した配当を維持、継続することを基本方針としています。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としています。配当の決定機関は、株主総会です。

当事業年度の剰余金の配当については、普通株式１株当たり金５円の期末配当実施を決定しました。

また、当社は会社法第454条第５項に基づき、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に定め

ています。

なお、翌事業年度以降も、「新サノヤスグループ 中期経営計画２０２１」に基づき、当期利益に対する配当性向

30％以上（最低５円配当）を目指す所存です。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。
 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2022年６月21日
定時株主総会決議

165 5
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、社会の構成員として企業経営の透明性・公正性が重要であると認識し、その確保に努めるとともに、

激変する経営環境の下にあっても着実な利益による成長を通して企業価値を継続的に高めていくことが企業経営

の使命であると考えています。そのための経営上の組織体制や仕組みを整備し、迅速かつ柔軟に必要な施策を実

施するコーポレート・ガバナンスが最も重要と考えています。

 

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

ア　企業統治の体制の概要

（取締役会）

原則月１回開催。法令または定款に定められた事項のほか、執行役員の選解任や子会社に関する重要事項

など取締役会規程に定めた経営に関わる重要事項の意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行う機関と

位置づけています。

（グループ経営会議）

原則月２回開催。当社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員並びに当社子会社の代表取締役社長を

もって構成し、当社の代表取締役社長の意思決定をサポートする機関として、社内規程に則り、会社経営の

具体的方針並びに経営全般にわたる重要事項につき協議を行います。

（サステナビリティ推進委員会）

原則年２回開催。代表取締役社長である委員長を中心に、取締役会の下部組織として、サステナビリティ

並びにＥＳＧに関わる経営の基本方針、事業活動やコーポレートの方針・戦略に関し、企画・立案・提言を

行います。また、各子会社が策定したサステナビリティ活動及びその目標・ＫＰＩの審議、進捗状況のモニ

タリング、達成内容の評価を行います。

（監査等委員会）

原則月１回開催。法令及び定款に従い、監査等委員会規則に基づく監査方針を定めるとともに、取締役の

職務の執行の監督及び監査報告書の作成を行います。常勤監査等委員を選定するとともに、内部統制・監査

部を指揮命令下に置くことにより、社内各種情報へのアクセスと情報収集能力の担保と監査体制の確保を

図っています。

（内部統制推進委員会）

原則３ヶ月に１回開催。代表取締役社長である委員長を中心に、取締役会から委員を委嘱された当社の取

締役（社外取締役を除く）及び執行役員並びに当社子会社の代表取締役社長をもって構成し、内部統制プロ

セスの有効性の検証・監督、実効性向上施策を協議します。

（指名・報酬委員会）

必要に応じて随時開催。代表取締役会長、代表取締役社長及び全社外取締役で構成し、取締役会または代

表取締役社長の諮問に応じて、取締役等の選解任や報酬等の基準・方針等について審議し、意見・助言しま

す。

（監査等委員）

取締役会、監査等委員会その他重要な会議への出席、経営会議資料その他重要な決裁文書の閲覧を通じ

て、取締役会の意思決定プロセス及び取締役の職務執行について監査・監督を行うとともに、会計監査人及

び内部統制・監査部との情報交換等により、経営監視機能を果たします。また、自らも取締役として取締役

会の議決に参加します。

（内部統制・監査部）

内部統制システムの実効性・妥当性を検証すべく、内部監査及び財務報告に係る内部統制の評価を行いま

す。また、監査等委員会の職務の補助を行います。

（会計監査人）

会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査等について監査契約を締結し、我が国において公正妥

当と認められる監査の基準に準拠した会計監査を実施しています。監査等委員会と会計監査人は、定期的に

会計上の課題について報告、情報交換を行います。
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　機関ごとの構成員は次のとおりです。

役職名 氏名 取締役会
グループ
経営会議

サステナビ
リティ推進
委員会

監査等
委員会

内部統制
推進委員会

指名・報酬
委員会

 代表取締役会長 上田  孝 ◎ ○ △  ○ ◎

 代表取締役社長 北逵 伊佐雄 ○ ◎ ◎  ◎ ○

取締役上席執行役員
 ハピネスデンキ㈱
代表取締役社長

北川 　治 ○ ○ ○  ○  

取締役常務執行役員 大門  淳 ○ ○ ○  ○  

取締役執行役員
サノヤステクノ
サポート㈱

代表取締役社長

花田 惠二 ○ ○ ○  ○  

取締役 森 　薫生 ○  △   ○

取締役 髙橋 健二 ○  △   ○

取締役 副島 寿香 ○  △   ○

取締役
 常勤監査等委員

松田 武郎 ○ ○ △ ◎ ○  

取締役
 監査等委員

中尾 　誠 ○   ○  ○

取締役
監査等委員

山田 茂善 ○   ○  ○

上席執行役員
サノヤス・エンジ
ニアリング㈱
代表取締役社長

西山 昌宏 △ ○ ○  ○
 
 

上席執行役員
サノヤス精密工業㈱
代表取締役社長

佐藤 　光 △ ○ ○  ○  

上席執行役員
みづほ工業㈱
代表取締役社長

田中 啓史 △ ○ ○  ○  

上席執行役員
サノヤス・エン

テック㈱
代表取締役社長

浅尾 洋光 △ ○ ○  ○  

上席執行役員
サノヤス・ライド㈱
代表取締役社長

長松 芳男 △ ○ ○  ○  

常務執行役員 津村 好英 △ ○ ○  ○  

執行役員 坂根 　誠 △ ○ ○  ○  

執行役員
サノヤステクノ
サポート㈱
常務取締役

田中 　智 △ ○ ○  ○  

 

(注) 　◎印は議長又は委員長を、△印は陪席又は事務局としての出席を表します。
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なお、当社におけるコーポレート・ガバナンス体制を模式図で示すと下記のとおりです。

 

 
イ　企業統治の体制を採用する理由

経営環境の変化に的確に対応するとともに継続的に企業の健全性を確保し、企業価値をさらに向上させて

いくためには、迅速な意思決定と効率的な業務執行体制の構築、経営目標の達成に向けた役割と責任の明確

化、経営の客観性・透明性を担保する監視機能が必須です。

この考えの下に、当社の目指すコーポレート・ガバナンスに適していると判断し、執行役員制度及び監査

等委員会設置会社制度を採用しています。

 
③　企業統治に関するその他の事項

ア　内部統制システムの整備状況

社会的責任を追及する企業統治の確立とともに、役職員の職務の執行が倫理・法令に適合することを確保

し、その法的安定性を守るべく『サノヤスグループ企業倫理行動規範』を制定しています。この内容につい

て教育研修等で周知し、役職員が全社的な価値観、倫理・法令遵守経営の重要性の認識を共有するよう、意

識の徹底を図っています。

また、会社法第362条第４項第６号及び第５項に基づき取締役会で決議した『内部統制システム構築の基本

方針』に則り、取締役会の下に全社横断的な組織として内部統制推進委員会を設置し、内部統制の検証、監

督及び内部統制の実効性を高める施策の立案、実施を行っています。

加えて、内部通報制度の運用、内部統制・監査部による倫理・法令遵守の状況の監査実施により、倫理・

法令遵守の実効性を確保しています。

財務報告に係る内部統制については『財務報告に係る内部統制の基本方針』を定め、適正な財務報告作成

のため、内部統制・監査部による業務手順のモニタリングを定例的に実施し、財務報告委員会にて有効性の

評価及び開示すべき重要な不備の有無の判断を実施し内部統制報告書を作成して取締役会に報告していま

す。
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　　イ　リスク管理体制の整備状況

内部統制推進委員会がリスク管理に係る立案・実施支援、監督等を行うとともに、リスク管理の基本事項

を定めた『リスク管理規程』に基づき、内部統制推進委員会の各委員が管掌する部門でリスク抽出と評価を

行い、必要な回避策や低減策を講じています。内部統制・監査部による内部監査においてもその妥当性の確

認を行うことを定期的に実行する等、的確なリスクマネジメントの強化に取組んでいます。

また、市場リスク（資金の運用・調達に係る金利変動リスク、外貨建て資産・負債保有に係る為替変動リ

スク及び保有株式の価格変動リスク）については、『市場リスク管理規程』及び『リスク管理要領』に則

り、リスク管理を行い、事業運営の安定化を図っています。

 
　　ウ　提出会社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社に対しても『サノヤスグループ企業倫理行動規範』の周知及び教育研修活動により、役職員が全社

的な価値観、倫理・法令遵守経営の重要性の認識を共有するよう、趣旨の徹底を図っています。また、内部

統制推進委員会により、内部統制の検証、監督及び内部統制の実効性を高める施策の立案、実施を行ってい

ます。さらに、内部通報制度の運用、内部統制・監査部による倫理・法令遵守の状況の監査実施により、倫

理・法令遵守の実効性を確保しています。

子会社において経営上重要な事項を決定する場合は、社内規程等に基づき、当社で事前協議を行っていま

す。また、子会社の業務執行状況及び財務状況は定期的に、業務上重要な事項が発生した場合は都度、当社

に報告がなされています。

 
　　エ　会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

(ア)　基本方針の内容

当社は、当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの企業価値ひいては株

主共同の利益を確保・向上していくことを可能とする者が望ましいと考えています。もっとも、上場会社と

して当社株式の自由な売買が行われている以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行

うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えま

す。

しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益を

著しく損なうもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強制するおそれがあるもの、株主の皆様が買付けの条

件等について検討したり、当社取締役会が代替案を提案したりするための十分な時間や情報を提供しないも

の等も散見されます。また、当社グループの経営においては、当社グループが保有する有形無形の経営資

源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社グループに与えられた社会的使命、それら当社グループの企業

価値ひいては株主共同の利益を構成する要素等への理解に基づく中長期的な視野を持った経営施策が必要不

可欠です。かかる買付行為がなされる場合や当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりかかる中

長期的視野を欠く経営がなされる場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに

関わる全てのステークホルダーの利益は毀損されることになる可能性があります。

従って、当社としましては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大規模買付行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。
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(イ)　基本方針の実現に資する取組み

当社グループは、環境への配慮と安全が担保された高品質な製品・サービスの提供を通じて、ステークホ

ルダーから信頼され、社会にとって魅力ある企業として持続的に発展することを目指しています。また、効

率的で透明性の高い経営体制を確立し、激変する経営環境の下での着実な利益による成長を通して企業価値

を継続的に高めていくことが企業経営の使命であると考えています。

この様な考えの下、基本方針の実現、すなわち当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益確保・向

上に向けて次のとおり取り組んでいます。

長年培った技術とものづくりに懸ける精神を全ての事業に展開するとともに、持株会社体制の下で競争

力・収益力の強化に向けてそれぞれの事業に応じた諸施策を推進しています。特に、各事業会社の技術開

発、品質管理及びＩＴ化推進については、これを支援する会社を設置することにより、各事業会社と課題を

共有し、強化・拡充に取り組んでいます。

また当社では、執行役員制度の導入及び監査等委員会設置会社への移行により、迅速な意思決定、機動的

な業務執行の実践とともに取締役会の監査・監督機能の一層の強化に取り組んでいます。加えて、任意の指

名・報酬委員会を設置し、経営の透明性・公正性の担保を図っています。さらに、代表取締役社長である委

員長を中心に、取締役会から委員を委嘱された当社の取締役、執行役員及び子会社の取締役をもって構成す

る内部統制推進委員会を設置し、内部統制プロセスの有効性の検証・監督、実効性向上施策を協議すること

により、業務の適正性の確保に努めています。

　　　　(ウ)　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

　　　　　　　るための取組み

当社は、大規模買付行為を行おうとする者に対しては、大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断

するための必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討

のための時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法及びその他関係法令の許容する範囲内にお

いて、適切な措置を講じます。

(エ)　上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記の各取組みは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるものであり、当社役員

の地位の維持を目的とするものではなく、いずれも(ア)の基本方針の内容に沿うものです。

 

④　責任限定契約の内容

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に掲げられる額の合計

額です。

 
⑤　役員等賠償責任保険の内容

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が

会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、

被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を当該保険契約により填補することとしています。当社の取締役、執行

役員及び子会社の取締役、監査役の全員を当該保険契約の被保険者としており、保険料は全額会社が負担してい

ます。なお、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は填補対象外とすることによ

り、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。

 
⑥　取締役の定数並びに取締役の選任の決議要件

当社は取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名以内、監査等委員である取締役５名以内を置く旨を定

款で定めています。また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定め

ています。
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⑦　株主総会の特別決議要件

会社法第309条第２項の規定による株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行う旨を定款で定めています。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものです。

 

⑧　自己株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定

に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めていま

す。

 

⑨　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨を定款に定めています。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするも

のです。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性1名　（役員のうち女性の比率9.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

代表取締役会長 上田　　孝 1952年７月25日生

2002年６月 ㈱三井住友銀行執行役員大阪本店営

業第一部長

2005年６月 同行常務執行役員大阪本店営業本部

長

2006年４月 同行常務執行役員

2007年５月 SMBCセンターサービス㈱（現SMBCオ

ペレーションサービス㈱）代表取締

役社長

2008年５月 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌（現サノヤ

ス・ライド㈱）副社長執行役員

2008年６月 同社代表取締役副社長執行役員社長

補佐

2009年６月 同社代表取締役社長

2011年10月 当社代表取締役社長

2021年３月 当社代表取締役会長（現任）

（注)５ 168,048

代表取締役社長 北逵伊佐雄 1960年３月28日生

2012年４月 ㈱三井住友銀行執行役員法人審査第

二部長

2013年４月 同行執行役員法人部門副責任役員

（法人審査第二部）

2014年４月 同行執行役員ホールセール部門副責

任役員（法人審査第二部）

2015年５月 SMMオートファイナンス㈱（現マツダ

クレジット㈱）顧問

2015年６月 同社代表取締役社長執行役員

2019年８月 当社副社長執行役員

2020年６月 当社代表取締役副社長執行役員社長

補佐

2021年３月 当社代表取締役社長（現任）

（注)５ 70,782

取締役上席執行役員 北川　　治 1958年４月８日生

2007年４月 ㈱三井住友銀行企業情報部部長

2010年４月 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌（現サノヤ

ス・ライド㈱）

経理部理事兼企画部理事

2011年４月 同社執行役員

2011年６月 同社取締役執行役員

2011年10月 当社取締役執行役員

2012年６月 当社取締役常務執行役員

2015年４月 当社取締役専務執行役員

2017年４月 当社代表取締役専務執行役員

2022年４月 当社取締役上席執行役員（現任）

2022年４月 ハピネスデンキ株式会社代表取締役

社長（現任）

主な兼務状況  

2022年４月 ハピネスデンキ株式会社

代表取締役社長

（注)５ 56,011

取締役常務執行役員

経理部担当兼企画部担当

兼システム企画部副担当

大門　　淳 1963年10月２日生

2010年４月 ㈱三井住友銀行西野田法人営業部副

部長

2014年11月 当社総合企画部専任部長兼海外業務

室長兼経理部専任部長

2017年４月 当社執行役員

2022年４月 当社常務執行役員

2022年６月 当社取締役常務執行役員経理部担当

兼企画部担当兼システム企画部副担

当（現任）

（注)５ 18,267
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

取締役執行役員

サノヤステクノサポート担当

兼システム企画部担当

花田　恵二 1957年６月20日生

2015年４月 パナソニックエコシステムズ㈱本部

品質・モノづくり推進室主幹

2016年１月 当社企画部専任部長

2018年４月 サノヤスＭＴＧ㈱取締役

2020年４月 サノヤス・エンジニアリング㈱取締

役

2021年３月 当社執行役員

2021年３月 サノヤステクノサポート株式会社代

表取締役社長（現任）

2022年６月 当社取締役執行役員サノヤステクノ

サポート担当兼システム企画部担当

（現任）

主な兼務状況  

2021年３月 サノヤステクノサポート株式会社

代表取締役社長

（注)５ 11,084

取締役 森　　薫生 1954年９月26日生

1982年４月 弁護士登録(現在に至る）

1988年１月 辻中・森法律事務所パートナー弁護

士

1999年４月 森薫生法律事務所（現高麗橋中央法

律事務所）開設（現在に至る）

2005年４月 ㈱サノヤス・ヒシノ明昌（現サノヤ

ス・ライド㈱）仮監査役

2005年６月 同社社外監査役

2011年10月 当社社外監査役

2015年６月 当社社外取締役（現任）

主な兼務状況  
1999年４月 高麗橋中央法律事務所

所長（弁護士）

2015年６月 ㈱関西フードマーケット

社外取締役監査等委員

（注)５ 18,277

取締役 髙橋　健二 1955年７月１日生

2008年10月 住友金属工業㈱（現日本製鉄㈱）経

営企画部長

2012年６月 同社常務執行役員技術・品質総括部

長委嘱

2012年10月 新日鐵住金㈱（現日本製鉄㈱）執行

役員

2013年４月 同社常務執行役員技術開発本部鉄鋼

研究所副所長委嘱

2014年４月 同社常務執行役員鹿島製鐵所長委嘱

2016年６月 同社代表取締役副社長技術開発本部

長委嘱

2018年６月 同社常任顧問

2019年６月 日鉄テクノロジー㈱代表取締役社長

2021年６月 同社取締役相談役（現任）

2022年６月 当社社外取締役（現任）

主な兼務状況  

2021年６月 日鉄テクノロジー㈱

取締役相談役

（注)５ 0

取締役 副島　寿香 1958年11月17日生

1984年９月 アメリカ合衆国イリノイ州公認会計

士ライセンス登録(現在に至る)

1984年10月 デロイト・ハスキンズ＆セルズ公認

会計士共同事務所（現有限責任監査

法人トーマツ）入所

2005年６月 同法人パートナー

2019年６月 同法人パートナー退任、同法人退職

2020年６月 当社社外取締役（現任）

（注)５ 1,317
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(株)

取締役常勤監査等委員 松田　武郎 1956年12月22日生

2001年４月 ㈱三井住友銀行事務統括部副部長

2002年10月 大和証券SMBC㈱（現大和証券㈱）業

務部部長

2008年４月 プライマス・ファイナンシャル・

サービス㈱（現マツダクレジット

㈱）取締役専務執行役員

2015年６月 当社常勤監査役

2018年６月 当社取締役常勤監査等委員（現任）

（注)６ 8,524

取締役監査等委員 中尾　　誠 1953年３月14日生

2004年４月 ㈱三井住友銀行執行役員事務統括部

長

2005年６月 同行執行役員個人業務部長兼㈱三井

住友フィナンシャルグループコン

シューマービジネス統括部長

2007年４月 同行常務執行役員

2008年５月 SMBCセンターサービス㈱（現SMBCオ

ペレーションサービス㈱）代表取締

役社長

2013年６月 同社代表取締役会長

2015年６月 当社社外監査役

2018年６月 当社社外取締役監査等委員（現任）

（注)６ 12,796

取締役監査等委員 山田　茂善 1954年10月12日生

1982年９月 デロイト・ハスキンズ＆セルズ公認

会計士共同事務所（現有限責任監査

法人トーマツ）入所

1986年８月 監査法人中央会計事務所（旧みすず

監査法人）入所

1987年８月 公認会計士登録（現在に至る）

1988年８月 太陽監査法人（現太陽有限責任監査

法人）大阪事務所入所

1992年７月 同法人代表社員

2007年７月 同法人大阪事務所長

2014年７月 同法人総括代表社員CEO（現任）

2015年６月 当社社外監査役

2018年６月 当社社外取締役監査等委員（現任）

主な兼務状況  
2014年７月 太陽有限責任監査法人

総括代表社員CEO

（注)６ 12,796

 計    377,902
 

(注) １　2018年６月22日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって監

査等委員会設置会社に移行しています。

２　取締役 森　薫生、同 髙橋　健二及び同 副島　寿香は、社外取締役です。

３　取締役 中尾　誠、同 山田　茂善は、監査等委員である社外取締役です。

４　当社の監査等委員会については次のとおりです。

委員長 松田　武郎、委員 中尾　誠、委員 山田　茂善

５　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2023年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

す。

６　監査等委員である取締役の任期は、2024年３月期に係る定時株主総会終結の時までです。

７　当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める補欠の監査等委員である取締役１名を選任しています。補欠の監査等委員である取締役の略歴は次

のとおりです。
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氏名 生年月日 略歴

所有

株式数

(株)

副島　寿香 1958年11月17日生

1984年９月 アメリカ合衆国イリノイ州公認会計

士ライセンス登録(現在に至る）

1,317

1984年10月 デロイト・ハスキンズ＆セルズ公認

会計士共同事務所（現有限責任監査

法人トーマツ）入所

2005年６月 同法人パートナー

2019年４月 同法人パートナー退任、同法人退職

2020年６月 当社社外取締役（現任）
 

８　所有株式数には、2022年３月31日現在の役員持株会名義分を含んでいます。

９　当社では、取締役会における経営の「意思決定機能」及び業務執行の「監督機能」と「業務執行機能」を分

離し、迅速な意思決定と効率的な業務執行の体制を構築するとともに役割と責任を明確化して、コーポレー

トガバナンスの充実とそれぞれの機能強化を図るために執行役員制度を導入しています。

取締役を兼務しない執行役員は、以下のとおりです。

上席執行役員 （サノヤス・エンジニアリング㈱　代表取締役社長） 西山　昌宏

上席執行役員 （サノヤス精密工業㈱　代表取締役社長） 佐藤　　光

上席執行役員 （みづほ工業㈱　代表取締役社長） 田中　啓史

上席執行役員 （サノヤス・エンテック㈱　代表取締役社長） 浅尾　洋光

上席執行役員 （サノヤス・ライド㈱　代表取締役社長） 長松　芳男

常務執行役員 総務部担当 津村　好英

執行役員 人事部担当兼人事部長 坂根　　誠

執行役員 （サノヤステクノサポート㈱　常務取締役） 田中　　智
 

 

② 社外取締役

2022年６月21日（有価証券報告書提出日）現在の当社の社外取締役は、森薫生、髙橋健二、副島寿香、中尾

誠、山田茂善の５名であり、うち中尾誠、山田茂善の２名は監査等委員です。

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準として「独立取締役選定基準」(※)を定めてお

り、社外取締役５名全員を当該独立役員に指定し、届出する予定です。

(※)同基準は、当社ウェブサイトに掲載しています。

http://www.sanoyas.co.jp/ir/independence.html

 

氏名 当社との利害関係及び当社の企業統治において果たす機能・役割

森　薫生
（2015年６月就任）

同氏は、当社が定める「独立取締役選定基準」を満たしており、同氏と

当社の間に特別な利害関係はありません。

弁護士として長年の経験と幅広い識見をもとに、独立した客観的な立場

から経営に対する助言や意見、業務執行に対する適切な監督を行ってお

り、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性の確保が期待できるため、

社外取締役として選任しています。

髙橋　健二
（2022年６月就任）

同氏は、当社が定める「独立取締役選定基準」を満たしており、同氏と

当社の間に特別な利害関係はありません。

日本を代表する鉄鋼メーカーにおいて技術・経営に携わり、さらにＣＯ

2の排出量削減、エネルギーの効率利用に係るソリューションサービス

の知見も有します。こうした豊富な実務経験とビジネス・経営について

の卓越した識見をもとに、独立した客観的な立場から経営に対する助言

や意見が期待できるため、新たに社外取締役候補者としています。
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氏名 当社との利害関係及び当社の企業統治において果たす機能・役割

副島　寿香
（2020年６月就任）

同氏は、当社が定める「独立取締役選定基準」を満たしており、同氏と

当社の間に特別な利害関係はありません。

米国公認会計士としての財務・会計に関する広範な専門知識、豊富な経

験をもとに、独立した客観的な立場から経営に対する助言や意見、多様

な価値観を踏まえた議論への寄与が期待できるため、社外取締役として

選任しています。

中尾　誠
（2018年６月就任）

同氏は、当社の主要取引銀行の一つである㈱三井住友銀行において執行

役員として経営に携わっていた経歴があるが、当社が定める「独立取締

役選定基準」を満たしており、同氏と当社との間に特別な利害関係はあ

りません。

企業経営に関わる豊富な経験と幅広い識見をもとに、独立した客観的な

立場から経営に対する助言や意見、取締役等の職務執行の監査を行って

おり、経営者や特定の利益に偏ることなく公正・中立的な監査をする責

務を認識し適切に職務を遂行する能力を有していると判断していること

から、監査等委員である社外取締役としています。

山田　茂善
（2018年６月就任）

同氏は、当社が定める「独立取締役選定基準」を満たしており、同氏と

当社の間に特別な利害関係はありません。

公認会計士としての財務・会計に関する広範な専門知識、豊富な経験を

もとに、客観的な立場から経営に対する助言や意見、取締役等の職務執

行の監査を行っており、経営者や特定の利益に偏ることなく公正・中立

的な監査をする責務を認識し適切に職務を遂行する能力を有していると

判断していることから、監査等委員である社外取締役として選任してい

ます。
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取締役及び執行役員が有する主な経験・識見専門性等は次のとおりです。

 経験・識見・専門性等

役職名 氏名 企業経営
営業戦略
マーケ
ティング

製造・技
術・研究
開発・
IT・デジ
タル

財務・
ファイナ
ンスM&A

人事・労
務・人材
育成

法務・コ
ンプライ
アンス・
リスク管

理

ESGサス
テナビリ
ティ

 代表取締役会長 上田  孝 〇 〇   〇  〇

 代表取締役社長 北逵 伊佐雄 〇 〇  〇  〇  

取締役上席執行役員
 ハピネスデンキ㈱
代表取締役社長

北川 　治 〇   〇 〇 〇  

取締役常務執行役員 大門  淳    〇  〇  

取締役執行役員
サノヤステクノ
サポート㈱

代表取締役社長

花田 惠二   〇    〇

取締役* 森 　薫生      〇 〇

取締役* 髙橋 健二 〇  〇    〇

取締役* 副島 寿香    〇   〇

取締役
 常勤監査等委員

松田 武郎    〇  〇  

取締役*
 監査等委員

中尾 　誠 〇   〇 〇 〇  

取締役*
監査等委員

山田 茂善    〇    

上席執行役員
サノヤス・エンジ
ニアリング㈱
代表取締役社長

西山 昌宏 〇   〇 〇   

上席執行役員
サノヤス精密工業㈱
代表取締役社長

佐藤 　光 〇  〇 〇    

上席執行役員
みづほ工業㈱
代表取締役社長

田中 啓史 〇   〇 〇 〇  

上席執行役員
サノヤス・エン

テック㈱
代表取締役社長

浅尾 洋光 〇 〇  〇 〇   

上席執行役員
サノヤス・ライド㈱
代表取締役社長

長松 芳男 〇 〇 〇    〇

常務執行役員 津村 好英    〇  〇 〇

執行役員 坂根 　誠     〇  〇

執行役員
サノヤステクノ
サポート㈱
常務取締役

田中 　智 〇  〇    〇

 

(注) １　* 印は社外取締役を表します。

　　 ２ 特に顕著に貢献できる経験・識見・専門性等（最大４つ）に〇印を付けています。

 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会による監査及び会計監査人との相互連携並びに内部

監査部門との関係

社外取締役はコーポレート・ガバナンスが有効に機能するよう、取締役会において独立した客観的な立場か

らの意見や助言を積極的に行うほか、指名・報酬員会の中核メンバーとして、経営監視を行っています。
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(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

監査等委員会は、常勤監査等委員１名、非常勤の社外取締役である監査等委員２名で構成しています。監査等

委員のうち社外取締役の山田茂善は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

監査等委員会は、『監査等委員会監査基準』に基づき代表取締役その他の業務執行取締役の職務執行状況及び

内部統制システム構築・運用状況等を監査し、主に業務監査の観点から経営に対する監視機能を果たしていま

す。

当連結会計年度において当社は監査等委員会を13回開催しており、各監査等委員である取締役の出席状況は次

のとおりです。

地位 氏　　名 出席の状況（出席状況）

取締役
（常勤監査等委員）

松田　武郎 監査等委員会　　13回中13回

社外取締役
（監査等委員）

中尾　　誠 監査等委員会　　13回中13回

社外取締役
（監査等委員）

山田　茂善 監査等委員会　　13回中12回
 

監査等委員会における主な検討事項は、「監査方針、監査計画および業務分担について」、「子会社のガバナ

ンス強化について」、「会計監査人に関する評価について」、「常勤監査等委員及び内部統制・監査部活動状

況」及び「取締役の選・解任、報酬について」です。

各監査等委員である取締役は、原則毎回取締役会に出席し経営に対して助言・意見を発しています。常勤監査

等委員である取締役は、経営会議、内部統制推進委員会等の重要会議への出席に加え、稟議書等の業務執行に関

する重要文書を閲覧することにより社内各種情報にアクセスし、情報収集と監査等委員間での情報共有を行って

います。

　監査等委員会と会計監査人は原則年６回の協議の他必要に応じて随時、監査に関する意見、情報の交換を行う

など、連携と協調を図ることにより双方の監査を充実、向上させています。

　また、当社は、監査等委員会を補助する内部監査機関として内部統制・監査部を設置しており、全部門を対象

に定常的なモニタリングを行うほか、グループ会社を含めて適法性、妥当性、効率性等の情報収集、分析を行

い、監査結果を監査等委員会とともに取締役会に当該結果を報告しています。

 
②　内部監査の状況

　当社は、監査等委員会を補助する内部監査機関として内部統制・監査部を設置しており、全部門を対象に定常

的なモニタリングを行うほか、グループ会社を含めて適法性、妥当性、効率性等の情報収集、分析を行い、監査

結果を監査等委員会とともに取締役会に当該結果を報告しております。内部統制・監査部は、部長以下専任の４

名で構成しています。

　内部監査、監査等委員会監査及び会計監査の相互連携については、内部監査の状況について監査等委員と共有

できる環境を整え情報を共有しています。また、監査等委員会は会計監査人から会計監査計画、内部統制監査計

画及び四半期レビュー計画の説明を受けるとともに、会計監査報告、内部統制監査報告、四半期レビュー報告等

を通じ、会計上及び内部統制上の課題等について説明を受けております。監査等委員から会計監査人には監査方

針、監査計画等を説明し意見交換を行っています。

 
③　会計監査の状況

　a.監査法人の名称

　 ひびき監査法人

 
　b.継続監査期間

　 １年間

 
　c.業務を執行した公認会計士

　 安岐　浩一

   宮本　靖士
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　ｄ.監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名及びその他１名です。

 
e.監査法人の選定方針と理由

　監査等委員会は日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人に

よる当期の監査計画の内容、監査時間及び報酬見積等の妥当性を検討したうえで決定しています。

 
f.監査等委員会による監査法人の評価

 前述の監査報酬の決定方針に従って検討の結果、妥当と判断しています。

 
g.監査法人の異動

　当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しています。

　第10期連結会計年度の連結財務諸表及び第10期事業年度の財務諸表　有限責任あずさ監査法人

　第11期連結会計年度の連結財務諸表及び第11期事業年度の財務諸表　ひびき監査法人

　なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

 
　(1) 異動に係る監査公認会計士等の名称

① 選任する監査公認会計士等の名称

ひびき監査法人

② 退任する監査公認会計士等の名称

有限責任あずさ監査法人

 
　(2) 異動の年月日　

　2021年６月22日

 
　(3) 退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月

　1969年４月

 
　(4) 退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　該当事項はありません。

 
　(5) 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

現在の監査証明を行う監査公認会計士等である有限責任あずさ監査法人については、会計監査が適切かつ妥当

に行われていることを確保する体制を十分に備えておりますが、造船事業譲渡後の当社の事業規模及び事業内容

を考慮し、改めて検討を行いました。その結果、当社の監査公認会計士等に求められる独立性、専門性、品質管

理体制や監査業務の実施体制、効率性、監査報酬等を総合的に勘案した結果、当社の監査証明を行う監査公認会

計士等として適任と判断したため、新たにひびき監査法人を選任するものであります。

 
(6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会

計　士等の意見

　特段の意見はない旨の回答を得ております。

 
(7) 上記の理由及び経緯に対する監査報告書又は内部統制監査報告書等の記載事項に係る監査等委員会の意見

　妥当であると判断しております。
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④　監査報酬の内容等

 a.監査公認会計士等に対する報酬

区　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

提出会社 40 － 28 －

連結子会社 － － － －

計 40 － 28 －
 

　当社における非監査業務の内容は、「収益認識に関する会計基準」適用に関する会計基準差異分析にかかる助言業務

であります。

 
　　　b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(a.を除く)

区　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

提出会社 － 5 － －

連結子会社 － － － －

計 － 5 － －
 

　（前連結会計年度）

監査公認会計士等と同一のネットワーク（KPMGネットワーク)に対して当社が支払っている非監査業務の内容

は、税務申告書の作成及び税務コンサルティング等であります。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 
     c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d.監査報酬の決定方針

 　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としては、日本監査役協会が公表する「会計監査人との

連携に関する実務指針」を踏まえ決定しています。

 
e.監査等委員が会計監査人の報酬等に同意した理由

　「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人による当期の監査計画の内容、監査時間及び

報酬見積等の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っています。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

取締役(監査等委員である取締役を除く。) の報酬限度額は、2021年６月22日開催の第10期定時株主総会におい

て、年額200百万円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）と決議されています。また、当該報酬限度額の

範囲内で、当社取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式を割り当てる

ことが決議されています。当該定時株主総会終結時点の取締役(監査等委員である取締役を除く。) の員数は５名

（うち社外取締役は３名）です。

　なお、監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年６月22日開催の第７期定時株主総会において年額50百万

円以内と決議されています。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は３名（うち監査等委員

である社外取締役は２名) です。

　当社は2021年３月25日開催の取締役会の決議により、取締役の個人別の報酬等の決定方針を次のとおり定めてい

ます。

a.基本方針

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬制度は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ

ブとしての機能を果たし株主との価値共有を図ることを基軸とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を

踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本

報酬、業績報酬及び株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬の

みを支払う。

b.基本報酬（金銭報酬）に係る個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて他社の水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮し

ながら、総合的に勘案して決定する。

c.業績報酬（金銭報酬）の内容及び当該報酬額の決定に関する方針

　業績報酬は、業績向上に対する意識を高めるため前年度の業績評価に応じて月例の固定報酬に加算支給するもの

とし、評価項目、指標等は中期経営計画との整合を図りつつ、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申

を踏まえた上で決定する。

d.株式報酬（非金銭報酬）の内容及び当該株式報酬割当数の決定に関する方針

　株式報酬は、中長期的な企業価値向上を図るインセンティブを与えると共に株主との価値共有を一層高めること

を目的として、譲渡制限付株式を毎年一定の時期に支給するものとし、その割当数は基本報酬に準じ、役位、職責

に応じて当社の業績等を総合的に勘案して決定する。株式報酬は、中長期的な企業価値向上を図るインセンティブ

を与えると共に株主との価値共有を一層高めることを目的として、譲渡制限付株式を毎年一定の時期に支給するも

のとし、その割当数は基本報酬に準じ、役位、職責に応じて当社の業績等を総合的に勘案して決定する。

e.金銭報酬、非金銭報酬の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種、業態に属する企業を

ベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど株式報酬のウェイトが高まる構成とし、指名・報酬委員会

において検討を行う。取締役会の委任を受けた代表取締役は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示

された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定するものとする。なお、報酬等の種類ご

との比率の目安は、下表のとおりとする。(単年度予算を達成し、中期経営計画が順調に進捗している場合)

基本報酬 業績報酬 株式報酬

70％ 20％ 10％
 

 

f.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき、代表取締役がその具体的内容について委任を受けるものと

し、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定及び各取締役の担当部門の成果結果を踏まえた業績報酬の

評価配分とする。取締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案を

諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役は、当該答申の内容に従って決定しなければならな

い。なお、株式報酬は指名・報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議する。
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②　当連結会計年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿う

ものであると取締役会が判断した理由

　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名・報酬委員会が原案について当該方針との整合性を含

めた多角的な検討を行っており、取締役会も基本的にその答申を尊重しているため、当該方針に沿うものであると

判断しています。

 
③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　当連結会計年度においては、2021年６月22日開催の取締役会にて、代表取締役会長 上田　孝と代表取締役社長　

北逵伊佐雄に取締役の個人別の報酬等のうち一部の決定を委任する旨を決議しています。その権限の内容は、各取

締役の基本報酬の額及び前年度の業績評価を踏まえた業績報酬の額の決定であり、委任の理由は、当社全体の業績

を俯瞰しつつ各取締役へ評価配分を行う者は代表取締役会長及び代表取締役社長が最も適していると判断したため

です。委任にあたって取締役会は、当該権限が適切に行使されるよう、指名・報酬委員会での審議結果を前提とし

て決定されるべき旨を附帯決議しています。なお、株式報酬については、指名・報酬委員会の答申を得て、取締役

会で取締役の個人別の割当数を決議しています。

 
④　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬  業績報酬 株式報酬

取締役
(社外取締役を除く。)

89 69 8 10 4

監査等委員である取締役
(社外取締役を除く。)

14 14 － － 1

社外取締役 29 29 － － 5
 

 
⑤ 役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載していません。

 
⑥　使用人兼務役員の使用人給与

　 開示対象となる該当役員はいません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、多角化事業のバランスのとれた成長を通じて企業価値を持続的に高めていくためには、開発・製造・

販売や資金調達などにおいて、様々な企業との協力関係が必要と考えております。そのため、政策投資株式は、

事業戦略、取引先との関係等を総合的に勘案し、発行会社の株式を保有する結果として当社の企業価値を高め、

株主の利益に繋がると考える場合において保有しております。それ以外を純投資目的である投資株式として区分

しております。　

当社は、毎年取締役会において主要な政策保有株式の中長期的な経済合理性や将来の見通しについて検証を行

い、当社の企業価値向上に繋がらないと判断したものは有利な方法で処分することを基本的な考え方としており

ます。

 
②　サノヤスホールディングス㈱における株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額(投資株式計上額)が最も大きい会社(最大保有会社)

であるサノヤスホールディングス㈱については以下のとおりであります。

ａ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

取引の状況変化及び配当金収益や、株価上昇によるリターンも勘案し、適宜保有に関して取締役会にて検

討し、保有の適否を判断しております。

政策保有株式に係る議決権の行使に当たっては、当該投資先企業の経営方針・事業戦略等を十分尊重した

上、中長期的な企業価値向上に繋がるか否か等の視点に立って判断を行っております。但し、重大な不祥事

や業績の著しい悪化について経営の帰責性が認められる場合は、コンプライアンスや社会的倫理性等を考慮

して、適正に議決権を行使しております。

 

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 4 70

非上場株式以外の株式 11 3,086
 

 
(当事業年度において株式数が増加した銘柄)

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 149 取引関係の強化
 

 

(当事業年度において株式数が減少した銘柄)

 
銘柄数
(銘柄)

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 3 72
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ハ．特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 
特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

貸借対照表
計上額
(百万円)

㈱商船三井
（注２）

488,934 162,978
営業取引における取引推進 有

1,672 631

京阪神ビルディング㈱
294,000 294,000

営業取引における取引推進 有
440 437

㈱タクマ
272,000 272,000

営業取引における取引推進 有
388 651

三井住友トラスト・ホールディングス㈱
74,500 74,500

金融取引における取引推進 有
298 287

住友不動産㈱
37,500 －

営業取引における取引推進 有
127 －

不二製油グループ本社㈱
53,862 53,862

営業取引における取引推進 無
106 159

㈱三井住友フィナンシャルグループ
7,215 7,215

金融取引における取引推進 有
28 28

㈱りそなホールディングス
22,720 22,720

金融取引における取引推進 有
11 10

東洋建設㈱
10,000 10,000

営業取引における取引推進 無
7 5

㈱三十三フィナンシャルグループ
3,330 3,330

金融取引における取引推進 有
4 4

栗林商船㈱
1,000 1,000

営業取引における取引推進 有
0 0

 

(注)１ 特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難であるため、保有の合理性を検証した方法について記載

します。当社は、毎年取締役会において主要な政策保有株式の中長期的な経済合理性や将来の見通しについて

検証を行い、現状保有する政策保有株式はいずれも保有方針に沿った目的で保有していることを確認しており

ます。

２ 株式の分割により株式数が増加しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2021年４月１日から2022年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2021年４月１日から2022年３月31日まで)の財務諸表について、ひびき監査法人によ

り監査を受けております。　

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第10期連結会計年度　有限責任あずさ監査法人

　第11期連結会計年度　ひびき監査法人

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

  会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構への加入及びひびき監

査法人・宝印刷㈱が行っている種々の研修に参加し、適正性の確保に努めております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,612 ※１  3,436

  受取手形及び売掛金 4,155 －

  受取手形 － 966

  売掛金 － 3,554

  契約資産 － 534

  電子記録債権 559 573

  商品及び製品 162 189

  仕掛品 1,108 938

  原材料及び貯蔵品 685 827

  その他 1,364 497

  貸倒引当金 △9 △10

  流動資産合計 13,638 11,508

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※１  5,739 ※１  5,961

    減価償却累計額 △3,214 △3,160

    建物及び構築物（純額） 2,524 2,800

   機械、運搬具及び工具器具備品 14,546 14,562

    減価償却累計額 △12,815 △12,661

    
機械、運搬具及び工具器具備品
（純額）

1,730 1,901

   土地 ※１  2,873 ※１  2,873

   建設仮勘定 244 219

   有形固定資産合計 7,372 7,793

  無形固定資産   

   ソフトウエア 114 353

   のれん 806 711

   その他 17 17

   無形固定資産合計 938 1,081

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１  3,728 4,384

   繰延税金資産 86 166

   退職給付に係る資産 306 293

   その他 339 208

   貸倒引当金 △9 △8

   投資その他の資産合計 4,451 5,044

  固定資産合計 12,762 13,919

 資産合計 26,401 25,428
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,368 3,003

  短期借入金 ※１,※２  1,800 950

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  2,890 ※１  2,007

  未払法人税等 69 289

  前受金 661 －

  契約負債 － 481

  賞与引当金 333 364

  保証工事引当金 76 88

  固定資産撤去費用引当金 23 －

  リース債務 251 302

  資産除去債務 － 273

  その他 683 813

  流動負債合計 10,157 8,573

 固定負債   

  長期借入金 ※１  4,009 ※１  4,878

  リース債務 1,093 784

  繰延税金負債 1,618 1,232

  退職給付に係る負債 1,709 1,773

  資産除去債務 704 309

  その他 8 5

  固定負債合計 9,145 8,983

 負債合計 19,302 17,557

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,563 2,581

  資本剰余金 263 －

  利益剰余金 2,679 3,246

  自己株式 △9 △9

  株主資本合計 5,496 5,818

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,566 1,925

  繰延ヘッジ損益 － 12

  為替換算調整勘定 △5 39

  退職給付に係る調整累計額 △48 △11

  その他の包括利益累計額合計 1,512 1,965

 新株予約権 89 86

 純資産合計 7,098 7,871

負債純資産合計 26,401 25,428
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 ※１  44,628 ※１  19,148

売上原価 ※２  44,388 ※２  14,488

売上総利益 240 4,659

販売費及び一般管理費 ※３,※４  5,508 ※３,※４  4,436

営業利益又は営業損失（△） △5,267 222

営業外収益   

 受取利息 11 3

 受取配当金 116 132

 持分法による投資利益 52 －

 雇用調整助成金等 108 －

 為替差益 56 －

 その他 180 52

 営業外収益合計 525 188

営業外費用   

 支払利息 332 133

 その他 80 72

 営業外費用合計 412 206

経常利益又は経常損失（△） △5,154 205

特別利益   

 投資有価証券売却益 8,149 40

 退職給付制度終了益 － ※７  4

 特別利益合計 8,149 45

特別損失   

 関係会社株式等売却損 ※５  4,853 －

 減損損失 ※６  1,411 ※６  9

 退職給付制度移行損失 57 －

 投資有価証券評価損 － 11

 関係会社清算損 2 －

 投資有価証券売却損 － 1

 特別損失合計 6,324 22

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△）

△3,329 227

法人税、住民税及び事業税 425 446

法人税等調整額 △69 △653

法人税等合計 355 △207

当期純利益又は当期純損失（△） △3,685 434

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

△3,685 434
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △3,685 434

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,142 359

 繰延ヘッジ損益 △13 12

 為替換算調整勘定 276 44

 退職給付に係る調整額 120 36

 持分法適用会社に対する持分相当額 6 －

 その他の包括利益合計 ※  △752 ※  453

包括利益 △4,437 887

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △4,437 887

 非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,542 405 6,364 △5 9,306

当期変動額      

剰余金の配当  △163   △163

新株の発行

（新株予約権の行使）
4 4   8

新株の発行

（譲渡制限付株式報酬）
17 17   34

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △3,685  △3,685

自己株式の取得    △4 △4

新株予約権の発行      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 21 △141 △3,685 △4 △3,809

当期末残高 2,563 263 2,679 △9 5,496
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 2,708 11 △286 △169 2,264 89 11,660

当期変動額        

剰余金の配当       △163

新株の発行

（新株予約権の行使）
     △8 0

新株の発行

（譲渡制限付株式報酬）
      34

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
      △3,685

自己株式の取得       △4

新株予約権の発行      8 8

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△1,142 △11 280 120 △752  △752

当期変動額合計 △1,142 △11 280 120 △752 0 △4,561

当期末残高 1,566 － △5 △48 1,512 89 7,098
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 当連結会計年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,563 263 2,679 △9 5,496

会計方針の変更による

累積的影響額
  15  15

会計方針の変更を反映した

当期首残高
2,563 263 2,694 △9 5,511

当期変動額      

欠損填補  △2,331 2,331  －

剰余金の配当  △164   △164

新株の発行

（新株予約権の行使）
1 1   2

新株の発行

（譲渡制限付株式報酬）
16 16   33

利益剰余金から資本剰余

金への振替
 2,214 △2,214  －

親会社株主に帰属する

当期純利益
  434  434

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 18 △263 552 － 306

当期末残高 2,581 － 3,246 △9 5,818
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,566 － △5 △48 1,512 89 7,098

会計方針の変更による

累積的影響額
      15

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,566 － △5 △48 1,512 89 7,114

当期変動額        

欠損填補       －

剰余金の配当       △164

新株の発行

（新株予約権の行使）
     △2 0

新株の発行

（譲渡制限付株式報酬）
      33

利益剰余金から資本剰余

金への振替
      －

親会社株主に帰属する

当期純利益
      434

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
359 12 44 36 453  453

当期変動額合計 359 12 44 36 453 △2 757

当期末残高 1,925 12 39 △11 1,965 86 7,871
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△3,329 227

 減価償却費 1,536 667

 減損損失 1,411 9

 のれん償却額 94 94

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 46 63

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △54 △0

 賞与引当金の増減額（△は減少） △72 30

 保証工事引当金の増減額（△は減少） △154 12

 受注工事損失引当金の増減額（△は減少） 2,920 －

 固定資産撤去費用引当金の増減額（△は減少） △1 －

 受取利息及び受取配当金 △127 △135

 支払利息 332 133

 為替差損益（△は益） △7 －

 雇用調整助成金等 △108 －

 固定資産売却損益（△は益） △46 0

 投資有価証券売却損益（△は益） △8,149 △38

 投資有価証券評価損益（△は益） － 11

 関係会社株式等売却損益（△は益） 4,853 －

 売上債権の増減額（△は増加） △517 △899

 棚卸資産の増減額（△は増加） △100 7

 前渡金の増減額（△は増加） △223 △166

 仕入債務の増減額（△は減少） 972 △396

 前受金の増減額（△は減少） △629 －

 契約負債の増減額（△は減少） － △181

 未収消費税等の増減額（△は増加） 449 △111

 その他 △622 143

 小計 △1,528 △527

 利息及び配当金の受取額 120 136

 利息の支払額 △314 △133

 雇用調整助成金等の受取額 108 －

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,066 808

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,680 284
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △142 △160

 定期預金の払戻による収入 552 260

 有価証券の償還による収入 500 －

 有形固定資産の取得による支出 △933 △955

 有形固定資産の売却による収入 132 13

 無形固定資産の取得による支出 △173 △224

 投資有価証券の取得による支出 △17 △166

 投資有価証券の売却による収入 8,380 78

 保険積立金の解約による収入 236 －

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

※２  △12,689 －

 その他 29 △35

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,123 △1,189

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 357 △850

 長期借入れによる収入 2,286 3,100

 長期借入金の返済による支出 △4,895 △3,114

 セール・アンド・リースバックによる収入 － 80

 配当金の支払額 △163 △164

 リース債務の返済による支出 △407 △257

 その他 0 0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,821 △1,205

現金及び現金同等物に係る換算差額 24 34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,600 △2,076

現金及び現金同等物の期首残高 15,053 5,452

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  5,452 ※１  3,376
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数は9社であり、その社名は次のとおりであります。

サノヤス・エンジニアリング㈱、サノヤス精密工業㈱、みづほ工業㈱、美之賀機械（無錫）有限公司、山田

工業㈱、ハピネスデンキ㈱、サノヤス・ライド㈱、サノヤス・ライドサービス㈱、サノヤステクノサポート㈱

　2021年４月１日付で産業向け事業において、サノヤス・プラント工業㈱及びみづほ工業㈱は、サノヤス・プ

ラント工業㈱を存続会社として子会社同士の合併を行っております。また、同日付でサノヤス・プラント工業

㈱はみづほ工業㈱へ商号を変更しております。

 
２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、美之賀機械（無錫）有限公司の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。上記を除く連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

 

３．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

 市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

②棚卸資産

仕掛品については主として個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。その他については主として移動平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によっております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

主として定率法によっております。但し、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。

②無形固定資産

定額法によっております。但し、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。
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(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与に充当するため、支給見込額基準により計上しております。

③保証工事引当金

工事完成後に無償で補修すべき費用の支出に備えるため、過去２年間の実績を基礎とした発生見込額のほか、

個別に勘案した見積額を計上しております。

④受注工事損失引当金

連結会計年度末の未引渡工事で損失が確実視され、かつ、連結会計年度末時点で当該損失額を合理的に見積る

ことが可能な工事について、翌連結会計年度以降の損失見積額を引当計上しております。

⑤固定資産撤去費用引当金

固定資産について、将来発生が見込まれる解体撤去に伴う費用の支出に備えるため、その費用見込額を計上し

ております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の処理方法及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により発生

時から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引及び借入金利息

③ヘッジ方針

市場リスクに係る管理規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

④有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額又はキャッシュ・フロー変動額を、ヘッジ期間全体にわたり比

較し、有効性を評価しております。
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(6)重要な収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、一定の期

間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を

一定の期間にわたり認識することとしております。

(7)のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては、15年以内の一定期間で均等償却を行っております。

(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(9)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①連結納税制度の適用

当社及び一部の子会社は、連結納税制度を適用しております。

②連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び国内連結子会社は、翌連結会計年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとな

ります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第28号　2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正

前の税法の規定に基づいております。

なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方税並びに税効

果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する

取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を適用する予定であります。
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(重要な会計上の見積り)

(1)固定資産減損の判定

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

有形固定資産 7,372百万円 7,793百万円

無形固定資産(のれんを除く) 131百万円 370百万円

減損損失 1,411百万円 ９百万円
 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

1)算出方法

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分にてグルーピングを行っております。

事業用資産については、将来キャッシュ・フローの見積期間にわたって回収可能性が認められない、あるいは

処分を見込んでいる場合には、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額又は備忘価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。

2)主要な仮定

将来キャッシュ・フローの見積りは、事業計画又は中期経営計画を基礎として算定しており、新型コロナウイ

ルス感染症の影響につきましても、2021年後半の市場環境が継続するという仮定のもと算定しております。

3)翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

翌連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症の影響を含む経営環境の変化により、上記の見積りに用

いた仮定の見直しが必要となった場合、減損損失を計上する可能性があります。

(2)ハピネスデンキ㈱に係るのれん減損の判定

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

のれん 550百万円 487百万円
 

 
（ハピネスデンキ㈱取得時に発生したのれんであります。）

減損損失の認識の判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が、のれんを含む資産グループの帳簿価

額を超えることから、減損損失を認識しておりません。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

1)算出方法

上記ののれんについては減損の兆候があると判断しており、当期末において減損の認識の要否を検討するた

め、当該のれんを含む資産グループについて回収可能性を検討しております。

2)主要な仮定

のれんを含む資産グループの回収可能価額を算出する際に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、市場の

動向やシェアに基づく販売台数、販売価格、粗利益といった状況に応じ合理的と考えられる様々な要因を考慮し

て策定された実行可能な事業計画又は中期経営計画に基づいております。将来キャッシュ・フローの見積期間は

のれんの残存償却期間である７年とし、中期経営計画を超える期間の各年度の将来キャッシュ・フローは、中期

経営計画の最終年度と同額としております。

3)翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

翌連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症の影響を含む経営環境の変化により、上記の見積りに用

いた仮定の見直しが必要となった場合、のれんに係る減損損失を計上する可能性があります。
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(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、一定の期間にわたり

充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間に

わたり認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項

また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約

変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の剰余金に加

減しております。

この結果、利益剰余金の当期首残高が15百万円増加しております。なお、売上高、売上原価、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微であります。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形及び売掛金」の一部を「契約資産」に含めて表示する

こととしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに

従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」注記については記載しておりません。

 
(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこと

としました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月

４日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載し

ておりません。

 
(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)

　前連結会計年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「長期貸付金」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「長期貸付金」に表示していた

２百万円は、「その他」として組替えしております。

 
(会計上の見積りの変更)

当連結会計年度において、遊園地遊戯機械設備の設置契約等に基づく原状回復義務として計上していた資産除去

債務について、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変更を行いました。この見積りの変更に

より、連結財務諸表において資産除去債務を117百万円取り崩し、営業利益・経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ117百万円増加しております。
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(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の影響について)

新型コロナウイルス感染拡大は、緊急事態宣言が発出されるなど、依然として収束が見えず不透明な状況は続い

ておりますが、2021年後半の市場環境が継続するという仮定のもと、会計上の見積りを実施しております。

また、新型コロナウイルス感染症拡大による影響については不確定要素が多く、上記の仮定に変化が生じた場合

には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(連結貸借対照表関係)

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供している資産

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

建物 850百万円 1,050百万円

土地 779百万円 779百万円

投資有価証券 2,843百万円 －百万円

定期預金 －百万円 4百万円

計 4,474百万円 1,835百万円
 

 
担保付債務

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

借入金 2,120百万円 961百万円

（うち、短期借入金） 1,050百万円 －百万円

（うち、１年以内返済予定の長期借入金） 40百万円 110百万円

（うち、長期借入金） 1,030百万円 851百万円
 

 
 

※２ コミットメントライン契約

当社は、機動的かつ安定的な資金の調達を行うため㈱三井住友銀行とコミットメントライン契約を締結していお

りましたが、当連結会計年度末現在、解約しております。当該契約に基づく借入の未実行残高は次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

コミットメントラインの総額 1,000百万円 －百万円

借入実行残高 100百万円 －百万円

借入未実行残高 900百万円 －百万円
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(連結損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分析した

情報」に記載しております。

 
※２　売上原価に含まれる保証工事引当金繰入額及び受注工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

保証工事引当金繰入額 56百万円 80百万円

受注工事損失引当金繰入額 4,015百万円 －百万円

計 4,072百万円 80百万円
 

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

給料手当等 2,299百万円 1,869百万円

賞与引当金繰入額 125百万円 133百万円

退職給付費用 65百万円 92百万円
 

 

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

265百万円 82百万円
 

 

※５　関係会社株式等売却損

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当社の連結子会社であるサノヤス造船㈱の全株式を譲渡したことによる売却損4,011百万円、Sanoyas Rides

Australia Pty Ltdの全株式を譲渡したことによる売却損752百万円及び貸付金を売却した際に生じた売却損89百万

円であります。

 
当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 
※６　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

場所 用途 種類

サノヤスホールディングス㈱
（大阪府大阪市等）

事業用資産
建物、工具器具備品、ソフトウエ
ア、その他

サノヤス・ライド㈱
（東京都江東区、大阪府枚方市、兵庫
県神戸市、兵庫県三田市、熊本県玉名
郡、沖縄県中頭郡、福岡県福岡市）

事業用資産
建物、機械、工具器具備品、ソフト
ウエア、その他

 

　

　

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分にてグルーピングを行っております。

事業用資産については、将来キャッシュ・フローの見積期間にわたって回収可能性が認められない、あるいは処分を

見込んでいるため、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額又は備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,411

百万円）として特別損失に計上しております。
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減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

場所 建物 機械
工具器
具備品

ソフト
ウエア

その他 計

サノヤスホールディングス㈱
（大阪府大阪市等）

13 - 100 711 16 842

サノヤス・ライド㈱
（東京都江東区）

- 405 0 2 - 408

サノヤス・ライド㈱
（大阪府枚方市）

- 62 - - - 62

サノヤス・ライド㈱
（兵庫県神戸市）

- 40 - - - 40

サノヤス・ライド㈱

（兵庫県三田市）
16 10 1 - 6 36

サノヤス・ライド㈱

（熊本県玉名郡）
3 9 1 0 2 17

サノヤス・ライド㈱

（沖縄県中頭郡）
- - 1 - - 1

サノヤス・ライド㈱

（福岡県福岡市）
- 1 - - - 1

合計 34 531 105 714 25 1,411
 

 

　

サノヤスホールディングス㈱及びサノヤス・ライド㈱の東京都江東区、沖縄県中頭郡及び福岡県福岡市の事業用資産

は将来キャッシュ・フローが見込まれないため、備忘価額まで減額しております。

また、サノヤス・ライド㈱の大阪府枚方市、兵庫県神戸市、兵庫県三田市及び熊本県玉名郡の事業用資産は営業

キャッシュ・フローの継続的なマイナス見込みのため、減損損失を認識しております。なお、サノヤス・ライド㈱の大

阪府枚方市、兵庫県神戸市、兵庫県三田市及び熊本県玉名郡の事業用資産は正味売却価額により測定し、サノヤス・ラ

イド㈱の大阪府枚方市及び兵庫県神戸市の事業用資産の正味売却価額は処分見込価額等合理的な見積りにより、サノヤ

ス・ライド㈱の兵庫県三田市及び熊本県玉名郡の事業用資産の正味売却価額は、建物は主に固定資産税評価額を基にし

た価額により、償却資産については零として評価しております。

 

当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

場所 用途 種類

サノヤスホールディングス㈱
（大阪府大阪市等）

事業用資産 建物、工具器具備品
 

 
当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分にてグルーピングを行っております。

事業用資産については、将来キャッシュ・フローの見積期間にわたって回収可能性が認められない、あるいは処分を

見込んでいるため、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額又は備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失（９百

万円）として特別損失に計上しております。

 
減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

場所 建物
工具器
具備品

計

サノヤスホールディングス㈱
（大阪府大阪市等）

6 3 9

合計 6 3 9
 

 

　

サノヤスホールディングス㈱の事業用資産は将来キャッシュ・フローが見込まれないため、備忘価額まで減額してお

ります。

 
※７　退職給付制度終了益

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

当社及び当社グループは、退職給付制度を変更し、確定拠出年金制度へ移行したことによる終了益を計上しており

ます。
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(連結包括利益計算書関係)

　※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

　当期発生額 2,527 579

　組替調整額 △4,195 △38

　　税効果調整前 △1,668 540

　　税効果額 526 △181

　　その他有価証券評価差額金 △1,142 359

繰延ヘッジ損益   

　当期発生額 △64 19

　組替調整額 44 －

　　税効果調整前 △19 19

　　税効果額 5 △6

　　繰延ヘッジ損益 △13 12

為替換算調整勘定   

　当期発生額 100 44

　組替調整額 176 －

　　税効果調整前 276 44

　　税効果額 － －

　　為替換算調整勘定 276 44

退職給付に係る調整額   

　当期発生額 △19 29

　組替調整額 152 △1

　　税効果調整前 132 28

　　税効果額 △12 8

　　退職給付に係る調整額 120 36

持分法適用会社に対する持分相当額   

　当期発生額 0 －

　組替調整額 5 －

　　税効果調整前 6 －

　　税効果額 － －

　　持分法適用会社に対する持分相当額 6 －

その他の包括利益合計 △752 453
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 32,637,500 252,666 － 32,890,166
 

（変動事由の概要）新株予約権の権利行使による増加42,100株及び特定譲渡制限付株式（譲渡制限付株式報酬）として

の新株発行による増加210,566株であります。

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 20,715 25,027 － 45,742
 

（変動事由の概要）当社取締役及び執行役員並びに当社子会社取締役の辞任に伴う譲渡制限付株式の無償取得による増

加25,027株であります。

 
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結
会計年度
期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社

ストックオプション
としての第１回新株
予約権(2016年９月15
日発行)

－ 85,100 － 16,900 68,200 17

提出会社

ストックオプション
としての第２回新株
予約権(2017年８月17
日発行)

－ 103,800 － 8,500 95,300 17

提出会社

ストックオプション
としての第３回新株
予約権(2018年７月12
日発行)

－ 147,700 － 6,400 141,300 21

提出会社

ストックオプション
としての第４回新株
予約権(2019年７月11
日発行)

－ 246,800 － 10,300 236,500 33

合計 583,400 － 42,100 541,300 89
 

（変動事由の概要）第１回、第２回、第３回及び第４回新株予約権の減少は権利行使によるものであります。

 

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月23日
定時株主総会

普通株式 163 5 2020年３月31日 2020年６月24日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 164 5 2021年３月31日 2021年６月23日
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当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

 普通株式（株） 32,890,166 247,254 － 33,137,420
 

（変動事由の概要）新株予約権の権利行使による増加15,300株及び特定譲渡制限付株式（譲渡制限付株式報酬）として

の新株発行による増加231,954株であります。

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

 普通株式（株） 45,742 1,472 － 47,214
 

（変動事由の概要）当社取締役及び執行役員並びに当社子会社取締役の辞任に伴う譲渡制限付株式の無償取得による増

加1,472株であります。

 
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結
会計年度
期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社

ストックオプション
としての第１回新株
予約権(2016年９月15
日発行)

－ 68,200  2,600 65,600 16

提出会社

ストックオプション
としての第２回新株
予約権(2017年８月17
日発行)

－ 95,300  6,300 89,000 16

提出会社

ストックオプション
としての第３回新株
予約権(2018年７月12
日発行)

－ 141,300  2,400 138,900 20

提出会社

ストックオプション
としての第４回新株
予約権(2019年７月11
日発行)

－ 236,500  4,000 232,500 32

合計 541,300  15,300 526,000 86
 

（変動事由の概要）第１回、第２回、第３回及び第４回新株予約権の減少は権利行使によるものであります。

 

 

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 164 5 2021年３月31日 2021年６月23日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 165 5 2022年３月31日 2022年６月22日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

現金及び預金勘定 5,612百万円 3,436百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △160百万円 △60百万円

現金及び現金同等物 5,452百万円 3,376百万円
 

 

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

　株式の売却によりサノヤス造船㈱及び㈱サノテックが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに株式の売却価額と売却による支出は次のとおりであります。

 
流動資産　　　　　　　　 27,790百万円

　　　固定資産　　　　　　　　 10,040百万円

　　　流動負債　　　　　　　 △28,127百万円

　　　固定負債　　　　　　　　△5,763百万円

　　 その他の包括利益累計額　　　 72百万円

　　　株式売却損　　　　　 　 △4,011百万円

　　　株式の売却価額　 　　　　 　 1百万円

　　　現金及び現金同等物　　 △12,633百万円

　　　差引：売却による支出　 △12,632百万円

 
　株式の売却によりSanoyas Rides Australia Pty Ltdが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに株式の売却価額と売却による支出は次のとおりであります。

 
流動資産　　　　　　　　　　124百万円

　　　固定資産　　　　　　　　　 793百万円

　　　流動負債　　　　　　　　 △115百万円

　　　固定負債　　　　　　　　　△208百万円

　　　その他の包括利益累計額　　 181百万円

　　　株式の売却損　　　　　　　△752百万円

　　　　株式の売却価額　 　　　　 23百万円

　　　現金及び現金同等物　　　　 △80百万円

　　　　差引：売却による支出　  △56百万円

 
当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

該当事項はありません。

 
　３　重要な非資金取引の内容は次のとおりであります。

     新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 817百万円 72百万円
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

　　・有形固定資産　主として、遊園地に設置している機械装置であります。

   ・無形固定資産 主として、新ＥＲＰシステム（ソフトウェア）であります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 
２　オペレーティング・リース取引（借主側）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 
３　オペレーティング・リース取引（貸主側）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要な資金の調達については主に銀行借入による方針であります。一時的な余資は安全性の高

い金融資産で運用しております。デリバティブは、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、取引先ごとの期日管理及び残高確認を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制をとって

おります。

また、投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、保有有価証券の多くが取引先の上場株式で

あり、四半期ごとに時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務のうち、短期借入金は主に営業取引に係わる資金調達で

あり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、このうち長期借入金の一部については、支払金利

の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段とし

て利用しております。先物為替予約取引等は、通常の輸出入取引に係る為替相場の変動によるリスクを軽減するた

め成約額の範囲内に限定して行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、

有効性評価の方法等については、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項(5)

重要なヘッジ会計の方法」を参照ください。

 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、資金担当部門が月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により、流動性リスクを管理しております。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の内、先物為替予約取引等の実行及び管理は、経理部にて行っており、担当取締役の承認を得

ております。一方、金利関連取引は、長期借入金の借入に付随した取引として稟議事項となっており、担当取締役

の承認を得た上で取引を行っております。

デリバティブ取引は、いずれも信用度の高い国内銀行と行っており信用リスクはほとんどないと判断しておりま

す。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。また、注記事項(デリバティブ取引関係)におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 
２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　前連結会計年度（2021年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

投資有価証券（※2） 3,539 3,539 －

長期借入金（１年内返済予定を含む） 6,899 6,958 △58

リース債務（１年内返済予定を含む） 1,345 1,379 △34
 

 

（※1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入

金」、「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。

　　（※2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区分 前連結会計年度

非上場株式 188
 

　　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「投資有価証

券」には含めておりません。

 
 

　当連結会計年度（2022年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

投資有価証券（※2） 4,195 4,195 －

長期借入金（１年内返済予定を含む） 6,885 6,893 △8

リース債務（１年内返済予定を含む） 1,086 1,093 △6

デリバティブ取引（※3） 19 19 －
 

 
（※1）「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入

金」、「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。

（※2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分 当連結会計年度

非上場株式 188
 

（※3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額表示しており、合計で正味の債権となっておりま

す。
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(注1) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 5,612 － － －

受取手形及び売掛金 4,155 － － －

電子記録債権 559 － － －

合計 10,327 － － －
 

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 3,436 － － －

受取手形 966 － － －

売掛金 3,554 － － －

電子記録債権 573 － － －

合計 8,531 － － －
 

 
（注2）長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2021年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 1,800 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,890 1,296 1,170 615 229 696

リース債務 251 251 241 207 190 202

合計 4,941 1,548 1,412 822 420 899
 

 
当連結会計年度(2022年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 950 ― ― ― ― ―

長期借入金 2,007 1,810 1,291 689 521 565

リース債務 302 218 222 183 140 20

合計 3,259 2,028 1,514 873 661 585
 

 
３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　株式 4,195 － － 4,195

デリバティブ取引

　通貨関連 － 19 － 19

資産計 4,195 19 － 4,215
 

 
②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金
（１年内返済予定含む）
リース債務
（１年内返済予定含む）

 
－
 

－

 
6,893

 
1,093

 
－
 

－

 
6,893

 
1,093

負債計 － 7,987 － 7,987
 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１

の時価に分類しております。

 
デリバティブ取引

金利スワップ及び為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金、リース債務

　これらの時価は、元金利の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度（2021年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

   

  株式 3,504 1,209 2,294

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 3,504 1,209 2,294

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

   

  株式 35 47 △12

 債券 － － －

  その他 － － －

小計 35 47 △12

合計 3,539 1,257 2,282
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額188百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表には含めておりません。

　

当連結会計年度（2022年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

   

  株式 4,000 1,163 2,836

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 4,000 1,163 2,836

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

   

  株式 195 226 △31

 債券 － － －

  その他 － － －

小計 195 226 △31

合計 4,195 1,390 2,805
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額188百万円）については、市場価格のない株式等に該当するため、上表には

含めておりません。
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２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

区分 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（１）株式 8,375 8,149 7

（２）債券    

    ①　国債・地方債等 － － －

    ②　社債 － － －

    ③　その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 8,375 8,149 7
 

 
当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

区分 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（１）株式 78 40 1

（２）債券    

    ①　国債・地方債等 － － －

    ②　社債 － － －

    ③　その他 － － －

（３）その他 － － －

合計 78 40 1
 

 

３　減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度において、該当事項はありません。

　当連結会計年度において、有価証券について11百万円減損処理を行っております。

　なお、時価のある有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合に

はすべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度（2021年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

該当事はありません。

 

(2) 金利関係

前連結会計年度（2021年３月31日）

　 該当事項はありません。

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

該当事項はありません。

 
２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度（2021年３月31日）

     該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等

(百万円)

契約額等のうち

１年超

(百万円)

時価

(百万円)

繰延ヘッジ処理

為替予約取引

買建

米ドル他

買掛金 310 － 19

 

 (注) 時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。

 
(2) 金利関連

前連結会計年度（2021年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 2,440 928 （注）

  支払固定・受取変動
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジの対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2022年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 928 440 （注）

  支払固定・受取変動
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジの対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従

業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

なお、当社及び一部の連結子会社は2021年12月に確定給付年金制度の一部について、確定拠出年金制度へ移行しま

した。一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及

び退職給付費用を計算しております。

一部の連結子会社は、複数事業主制度の確定給付企業年金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応する

年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理しております。ま

た、一部の連結子会社は複数事業主制度の確定拠出年金制度に加入しております。

 

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

退職給付債務の期首残高 5,040百万円 1,480百万円

　勤務費用 332百万円 117百万円

　利息費用 2百万円 0百万円

　数理計算上の差異の発生額 △146百万円 △26百万円

　退職給付の支払額 △294百万円 △29百万円

　確定拠出年金制度への移行に伴う減少額 △110百万円 △76百万円

　事業譲渡による減少額 △3,344百万円 －百万円

　合併による減少額 －百万円 △146百万円

退職給付債務の期末残高 1,480百万円 1,320百万円
 

 

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

年金資産の期首残高 408百万円 157百万円

　期待運用収益 30百万円 1百万円

　数理計算上の差異の発生額 △166百万円 0百万円

　事業主からの拠出額 8百万円 1百万円

　退職給付の支払額 △9百万円 △3百万円

　確定拠出年金制度への移行に伴う減少額 △116百万円 △71百万円

　合併による減少額 －百万円 △5百万円

年金資産の期末残高 157百万円 80百万円
 

 

(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 138百万円 79百万円

　退職給付費用 12百万円 45百万円

　退職給付の支払額 △40百万円 △33百万円

　制度への拠出額 △13百万円 △9百万円

　事業譲渡による減少額 △17百万円 －百万円

　確定拠出制度への移行に伴う増加額 －百万円 21百万円

 合併による増加額 －百万円 137百万円

退職給付に係る負債の期末残高 79百万円 240百万円
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(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

　　産の調整表

 前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 370百万円 142百万円

年金資産 △677百万円 △435百万円

 △306百万円 △293百万円

非積立型制度の退職給付債務 1,709百万円 1,773百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,402百万円 1,480百万円

退職給付に係る負債 1,709百万円 1,773百万円

退職給付に係る資産 △306百万円 △293百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,402百万円 1,480百万円
 

　 (注) 簡便法を適用した制度を含んでおります。

 
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

勤務費用 332百万円 117百万円

利息費用 2百万円 0百万円

期待運用収益 △30百万円 △1百万円

数理計算上の差異の費用処理額 58百万円 18百万円

過去勤務費用の費用処理額 3百万円 0百万円

簡便法で計算した退職給付費用 12百万円 44百万円

退職給付制度終了益 －百万円 △4百万円

退職給付費用 379百万円 176百万円

確定拠出年金制度への移行に伴う損益(注) 57百万円 △4百万円
 

　 (注)特別損益に計上しております。

 
(6) 退職給付に係る調整額

　　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

過去勤務費用 10百万円 1百万円

数理計算上の差異 122百万円 27百万円

合計 132百万円 28百万円
 

 (注)過去勤務費用及び数理計算上の差異の金額には、確定給付企業年金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う

組替調整額（前連結会計年度　過去勤務費用△0百万円、数理計算上の差異51百万円、当連結会計年度　過去

勤務費用△0百万円、数理計算上の差異△20百万円）が含まれております。

 
(7) 退職給付に係る調整累計額

　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

未認識過去勤務費用 △3百万円 △2百万円

未認識数理計算上の差異 △48百万円 △21百万円

合計 △51百万円 △23百万円
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(8) 年金資産に関する事項

　　①年金資産の主な内訳

　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

株式 18.62％ 14.16％

債券 61.86％ 58.87％

生命保険一般勘定 7.04％ 2.20％

その他 12.48％ 24.77％

合計 100.00％ 100.00％
 

 

　　②長期期待運用収益率の設定方法

　　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

　　多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

 前連結会計年度
(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

割引率 0.06％ 0.06％

長期期待運用収益率 1.00％ 1.00％

予想昇給率 2.40％ 2.40％
 

 

３　複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度及び確定給付企業年金制度への要拠出額

は、前連結会計年度３百万円、当連結会計年度25百万円であります。

 
(1) 複数事業主制度の直近の積立状況

 前連結会計年度
2020年３月31日現在

当連結会計年度
2021年３月31日現在

年金資産 61,352百万円 141,509百万円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任
準備金の額との合計額

54,276百万円 132,639百万円

差引額 7,075百万円 8,869百万円
 

 
(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

　　（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）　2.9％（加重平均値）

　　（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）　0.9％（加重平均値）

 
(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度12,909百万円、当連結会計

年度24,236百万円）及び剰余金（前連結会計年度19,935百万円、当連結会計年度33,105百万円）であります。な

お、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

 

４　確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度１百万円、当連結会計年度１百万円であります。
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(ストック・オプション等関係)

１　ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名
　

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

販売費及び一般管理費 8百万円 －百万円
 

　
２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

 
2016年度

ストック・オプション
2017年度

ストック・オプション
2018年度

 ストック・オプション

決議年月日 2016年８月25日 2017年７月31日 2018年６月22日

付与対象者の
区分及び人数

当社取締役
（社外取締役を除く）10名
当社執行役員　　　　３名
当社子会社取締役
（社外取締役を除く）23名
 当社子会社執行役員 ４
名　　　　　

当社取締役
（社外取締役を除く）９名
当社執行役員　　　　４名
当社子会社取締役
（社外取締役を除く）30名

当社取締役
 （社外取締役及び
　監査等委員である
　取締役を除く）　　７名
当社執行役員　　　　３名
当社子会社取締役
（社外取締役を除く）49名
 

株式の種類別のスト
ック・オプションの
数（注）１

普通株式 103,700株 (注)２ 普通株式 117,400株 (注)２ 普通株式 154,000株 (注)２

付与日 2016年９月15日 2017年８月17日 2018年７月12日

権利確定条件 (注)３ 同左 同左

対象勤務期間 (注)４ 同左 同左

権利行使期間
2016年９月16日～
2046年９月15日

2017年８月17日～
2047年８月16日

2018年７月12日～
 2048年７月11日

新株予約権の数(個)
（注）５

851 1,038 1,477

新株予約権の目的と
なる株式の種類、内
容及び数（注）５

普通株式 103,700株 (注)２ 普通株式 117,400株 (注)２ 普通株式 154,000株 (注)２

新株予約権の行使時
の払込金額（注）５

１円 同左 同左

新株予約権の行使に
より株式を発行する
場合の株式の発行価
格及び資本組入額
（円）（注）５

発行価格　　259円
　　資本組入額　129円50銭

（注）６

発行価格　 186円
資本組入額　93円

（注）６

 発行価格 　151円
 　　資本組入額　75円50銭

 （注）６

新株予約権の行使の
条件（注）５

（注）７ 同左 同左

新株予約権の譲渡に
関する事項（注）５

譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
決議による承認を要する。

同左 同左

組織再編行為を伴う
新株予約権の交付に
関する事項（注）５

（注）８ 同左 同左
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2019年度

 ストック・オプション

決議年月日 2019年６月21日

付与対象者の
区分及び人数

当社取締役
 （社外取締役及び
　監査等委員である
　取締役を除く）　　７名
当社執行役員　　　　４名
当社子会社取締役
（社外取締役を除く）54名
 

株式の種類別のスト
ック・オプションの
数（注）１

普通株式 246,800株 (注)２

付与日 2019年７月11日

権利確定条件 (注)３

対象勤務期間 (注)４

権利行使期間
2019年７月11日～
 2049年７月10日

新株予約権の数(個)
（注）５

2,468

新株予約権の目的と
なる株式の種類、内
容及び数（注）５

普通株式 246,800株 (注)２

新株予約権の行使時
の払込金額（注）５

１円

新株予約権の行使に
より株式を発行する
場合の株式の発行価
格及び資本組入額
（円）（注）５

 発行価格 　141円
 　　資本組入額　70円50銭

 （注）６

新株予約権の行使の
条件（注）５

（注）７

新株予約権の譲渡に
関する事項（注）５

譲渡による新株予約権の取得
については、当社取締役会の
決議による承認を要する。

組織再編行為を伴う
新株予約権の交付に
関する事項（注）５

（注）８

 

 
(注) １　株式数に換算して記載しております。

２　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という）は100株としています。

　　ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含みます。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う場合に

は、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。

　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

　　調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはその効力

発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少し

て資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場

合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当

該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用します。

　　また、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができます。

　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予

約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知又は公告しま

す。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又

は公告します。
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３　権利確定条件は付されていません。なお、被付与者が当社及び当社子会社の取締役、監査役及び執行役員を

解任された場合は、権利行使することはできない。その他、細目については、当社と付与対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約書」に定めています。

４　対象勤務期間は定めていません。なお、被付与者が割当日以降、最初に到来する当社の定時株主総会までに

当社及び当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した場合、割当を受けた新株予

約権の数に、割当日の直前の定時株主総会を含む月の翌月から地位喪失日を含む月までの在任月数を乗じた

数を12で除した数の新株予約権のみを継続保有し、残りは放棄したものとみなします。

５　当連結会計年度末における内容を記載しています。なお、有価証券報告書提出日の属する月の前月末（2022

年５月31日）現在において、これらの事項に変更はありません。

６(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを

切り上げます。

　(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

７(1) 新株予約権者は、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以

下、「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができます。

　(2) 上記(1)にかかわらず、新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」内において、以下の(ア)又は

(イ)に定める場合（ただし、(イ)については、下記（注）８に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予

約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において定められている場合を除く）

には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとします。

　　(ア) 新株予約権者が新株予約権を行使することができる期間の最後の１年間の前日までに地位喪失日を迎

えなかった場合

新株予約権を行使することができる期間の最後の１年間

　　(イ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移

転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、取締役会決議がなされ

た場合）

当該承認日の翌日から15日間

 　(3) 上記(1)及び(2)(ア)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しません。

 　(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができません。

８　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生じる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めることを条件とします。

　(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

　(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

　(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）２に準じて決定します。

　(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額としま

す。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり１円とします。
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　(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

ができる期間の満了日までとします。

　(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）６に準じて決定します。

　(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要します。

　(8) 新株予約権の取得条項

下記（注）９に準じて決定します。

　(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）７に準じて決定します。

９　以下の(1)、(2)、(3)、(4)又は(5)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場

合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができます。

　(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

　(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

　(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することにつ

いての定めを設ける定款の変更承認の議案

　(5) 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を

要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

 
(追加情報)

「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2)新株予約権等の状況　①ストックオプション制度の内容」に

記載すべき事項をストック・オプション等関係注記に集約して記載しています。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(2022年３月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

①  ストック・オプションの数
 

 
2016年度

ストック・オプション
2017年度

ストック・オプション
2018年度

ストック・オプション
2019年度

ストック・オプション

決議年月日 2016年８月25日 2017年７月31日 2018年６月22日 2019年６月21日

権利確定前(株)     

 前連結会計年度末 － － － －

 付与 － － － －

 失効 － － － －

 権利確定 － － － －

 未確定残 － － － －

権利確定後(株)     

 前連結会計年度末 68,200 95,300 141,300 236,500

 権利確定 － － － －

 権利行使 2,600 6,300 2,400 4,000

 失効 － － － －

 未行使残 65,600 89,000 138,900 232,500
 

　

②  単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 2016年８月25日 2017年７月31日 2018年６月22日 2019年６月21日

権利行使価格(円) 1 1 1 1

行使時平均株価(円) 129 128 126 126

付与日における公正な
評価単価(円)

258 185 150 140
 

 

３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　該当事項はありません。

 
４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。
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(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

 当連結会計年度
(2022年３月31日)

繰延税金資産      

　退職給付に係る負債 489百万円  549百万円

 税務上の繰越欠損金(注2) 5,815百万円  5,964百万円

  保証工事引当金 25百万円  30百万円

  減損損失 656百万円  677百万円

  資産除去債務 215百万円  200百万円

  未払事業税 8百万円  39百万円

  賞与引当金 109百万円  124百万円

 貸倒引当金 15百万円  15百万円

  その他 203百万円  187百万円

繰延税金資産小計 7,539百万円  7,789百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注2) △5,815百万円  △5,904百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,568百万円  △1,644百万円

評価性引当額小計(注1) △7,384百万円  △7,549百万円

繰延税金資産合計 155百万円  240百万円

      

繰延税金負債      

  譲渡損益調整資産 △733百万円  △166百万円

  その他有価証券評価差額金 △702百万円  △875百万円

  その他 △251百万円  △264百万円

繰延税金負債合計 △1,687百万円  △1,306百万円

繰延税金資産(負債)純額 △1,532百万円  △1,066百万円
 

(注) １．評価性引当額が165百万円増加しております。この増加の主な内容は、連結子会社の税務上の繰越欠損金に

係る評価性引当額の増加によるものです。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2021年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 81 126 148 76 115 5,265 5,815

評価性引当額 △81 △126 △148 △76 △115 △5,265 △5,815

繰延税金資産 － － － － － － －
 

 (a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
当連結会計年度（2022年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 167 131 65 86 328 5,184 5,964

評価性引当額 △167 △116 △61 △75 △328 △5,155 △5,904

繰延税金資産 － 14 4 11 － 28 59
 

 (a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　前連結会計年度については税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

 
当連結会計年度
(2022年３月31日)

法定実効税率 －％  30.58％

（調整）    

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －％  △3.79％

 交際費等永久に損金に算入されない項目 －％  1.22％

のれん償却額 －％  12.77％

住民税均等割 －％  11.13％

子会社の税率差異 －％  12.74％

子会社の税率変更による影響 －％  42.66％

評価性引当額 －％  △196.45％

その他 －％  △2.24％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －％  △91.37％
 

 

(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

（連結子会社間の吸収合併）

当社は、2021年１月29日開催の取締役会決議に基づき、2021年４月１日付でサノヤス・プラント工業㈱を存続会

社、みづほ工業㈱を消滅会社とする吸収合併を行っております。

１　取引の概要

　(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

化粧品、医薬品製造用の乳化装置及び撹拌機の製造

　(2) 企業結合日

2021年４月１日

　(3) 企業結合の法的形式

サノヤス・プラント工業㈱を存続会社、みづほ工業㈱を消滅会社とする吸収合併

　(4) 結合後企業の名称

みづほ工業㈱

　(5) その他取引の概要に関する事項

サノヤス・プラント工業㈱及びみづほ工業㈱の経営資源を集約することで、効率的な事業運営体制を構築し、

事業基盤を強化するとともに、統合により規模を拡大し、両社の技術・ノウハウを相互補完することで事業領域

を拡大するなど、将来的なシナジー効果を期待し、本組織再編を行うものであります。

２　実施した会計処理の状況

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理を実施いたしました。
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(当社連結子会社との吸収分割）

当社は、2021年１月29日開催の取締役会決議に基づき、2021年４月１日付で当社を吸収分割会社、サノヤステク

ノサポート㈱を吸収分割承継会社として、当社のシステム企画部をサノヤステクノサポート㈱に承継させる吸収分

割を行っております。さらに同日付で、当社を吸収分割承継会社、サノヤステクノサポート㈱を吸収分割会社とし

て、事業会社の株式及び統括機能を当社が承継する吸収分割を行っております。

１　取引の概要

　(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

①グループ向けシステム関連資産の保有及び維持管理等に関する事業

②当社連結子会社の株式及び統括機能

　(2) 企業結合日

2021年４月１日

　(3) 企業結合の法的形式

①当社を吸収分割会社、サノヤステクノサポート㈱を吸収分割承継会社とする吸収分割

②当社を吸収分割承継会社、サノヤステクノサポート㈱を吸収分割会社とする吸収分割

　(4) 結合後企業の名称

サノヤスＭＴＧ㈱は、2021年３月１日付で商号をサノヤステクノサポート㈱に変更しております。

　(5) その他取引の概要に関する事項

2021年２月28日付で、当社グループにおける造船事業を㈱新来島どっくに譲渡することから、中間持株会社で

あり統括会社であるサノヤス㈱が有する本社機能を当社との間で整理・分担することとしました。

当社は、事業会社の持株会社機能と企画管理機能を主として担当し、サノヤステクノサポート㈱は、事業会社

の技術面・システム面を主としてサポートする機能を担当しております。

２　実施した会計処理の状況

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理を実施いたしました。

 
(資産除去債務関係)

 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

主としてレジャー事業における遊園地との営業委託契約に伴う原状回復義務であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を見積り、割引率は使用見込期間に対応する国債の利率を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）

当連結会計年度

（2022年３月31日）

期首残高 450百万円 704百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 10百万円 －百万円

見積りの変更による増減額（△は減少） 273百万円 △117百万円

時の経過による調整額 0百万円 0百万円

資産除去債務の履行による減少額 △24百万円 △4百万円

その他増減額（△は減少） △5百万円 －百万円

期末残高 704百万円 582百万円
 

当連結会計年度において、将来発生すると見込まれる原状回復費用の見積額が変更になったことに伴い、117百万

円を資産除却債務残高より減算しております。

 
(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載しておりません。
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(収益認識関係)

(1)顧客との契約から生じる収益の分解情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
(2)収益を理解するための基礎となる情報

①工事契約に係る収益

工事契約に係る収益には、主に製造・加工を通じた製品の販売が含まれ、履行義務を充足するにつれて、一定の

期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として発生原価

に基づくインプット法によっております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込

まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、一定の期間にわたり収益を認識せず、引渡時点において履

行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

②サービス及びその他の販売に係る収益

サービス及びその他の販売に係る収益には、主に保守サービスに係る手数料等が含まれ、これらの取引は契約上

の条件が履行された時点をもって履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。なお、一

定の期間にわたり履行義務を充足する取引については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しており

ます。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年以内に受領しており、重

大な金融要素は含んでおりません。

 
(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権  

期首残高 4,333

期末残高 5,095

契約負債  

期首残高 661

期末残高 481
 

契約負債は主に、製品の販売契約における顧客からの前受金であり、期末時点において履行義務を充足していな

い残高であります。

なお、当期において認識した収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、661百万円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の主な事業ごとの総額は、以下のとおりであります。これらのうち、大半が

１年以内に、残りはその後５年以内に収益として認識されると見込んでおります。

（単位：百万円）

  当連結会計年度

産業向けセグメント 4,212

建設業向けセグメント 4,333

レジャーセグメント 1,176

合計 9,721
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、持株会社である当社の下に並列的に配置された事業会社の事業を「産業向け」、「建設業向

け」「レジャー」３つの事業グループに分類し、事業分野ごとの特性に応じた業務執行体制をとっております。

当社グループの報告セグメントは、「産業向け」、「建設業向け」「レジャー」の３つとしており、それらに属

する製品・サービス別により識別されております。

「産業向け」は、ショットブラストマシンの製造及び保守点検、各種産業機械部品の製造及び組立、農機及び特

装自動車用部品の製造及び組立、化粧品及び医薬品製造用の乳化装置及び攪拌機の製造、純水装置及び排水処理装

置の製造、各種タンクの設計及び施工、環境衛生装置の製造及び保守点検、医療廃棄物処理装置の製造を行ってい

ます。

「建設業向け」は、機械式駐車装置の製造及び保守点検、建設工事用エレベーターの製造及びレンタル、空調衛

生給排水設備の設計及び施工、電気機械器具製造及び電気工事を行っています。

「レジャー」は、遊園地遊戯機械設備の製造、遊園地運営及び遊園地施設の運営管理の受託を行っています。

また、会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関

する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

 
２　報告セグメントの変更等に関する事項

2021年２月末、造船事業を㈱新来島どっくに譲渡したことから、従来「М＆Ｔ事業」としていたセグメントを

「産業向け」「建設業向け」「レジャー」の３セグメントに変更しております。なお、前連結会計年度のセグメン

ト情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づいて作成しております。

 
３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。事業セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収

益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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４ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

　 前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

連結
財務諸表
計上額
（注２）造船 産業向け 建設業向け レジャー

売上高        

  外部顧客への売上高 25,915 9,465 7,172 2,075 44,628 － 44,628

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

143 － 2 － 145 △145 －

計 26,058 9,465 7,175 2,075 44,774 △145 44,628

セグメント利益又は
損失（△）

△4,669 676 315 △418 △4,095 △1,171 △5,267

セグメント資産 － 11,752 8,312 2,634 22,699 3,702 26,401

その他の項目        

　減価償却費 620 364 151 203 1,340 195 1,536

　のれんの償却額 － － 94 － 94 － 94

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

1,083 447 86 162 1,779 844 2,623
 　
(注)　１　調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失の調整額△1,171百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,200

百万円、貸倒引当金の調整額４百万円及びセグメント間取引消去24百万円であります。

セグメント資産の調整額3,702百万円は、全社資産7,113百万円及び連結調整△3,411百万円であります。

減価償却費の調整額195百万円は、全社資産に係る減価償却費199百万円及びセグメント間取引消去△４百

万円であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額844百万円は、全社資産の設備投資23百万円及びソフトウ

エア821百万円であります。

全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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　 当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
調整額
（注１）

連結
財務諸表
計上額
（注２）産業向け 建設業向け レジャー

売上高       

　一時点で移転される財
又はサービス

8,743 4,654 2,448 15,846 － 15,846

　一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
ス

673 2,537 91 3,302 － 3,302

顧客との契約から生じる
収益

9,416 7,192 2,539 19,148 － 19,148

 外部顧客への売上高 9,416 7,192 2,539 19,148 － 19,148

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － － －

計 9,416 7,192 2,539 19,148 － 19,148

セグメント利益 856 288 342 1,487 △1,264 222

セグメント資産 11,601 7,383 1,639 20,624 4,804 25,428

その他の項目       

　減価償却費 408 142 95 646 20 667

　のれんの償却額 － 94 － 94 － 94

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

927 199 16 1,143 227 1,370
 　
(注)　１　調整額は、以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△1,264百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,277百万円、

貸倒引当金の調整額０百万円及びセグメント間取引消去12百万円であります。

セグメント資産の調整額4,804百万円は、全社資産6,950百万円及び連結調整△2,146百万円であります。

減価償却費の調整額20百万円は、全社資産に係る減価償却費20百万円であります。

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額227百万円は、全社資産の設備投資24百万円及びソフトウ

エア202百万円であります。

全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 パナマ その他 合計

28,286 14,124 2,218 44,628
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）　

日本 その他 合計

7,322 50 7,372
 

　

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

CARDINAL MARITIME S.A. 6,435 造船事業
 

 

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 その他 合計

17,787 1,360 19,148
 

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）　

日本 その他 合計

7,739 54 7,793
 

　

３ 主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
全社・消去

(注)

連結
損益計算書
計上額造船 産業向け 建設業向け レジャー

減損損失 － － － 569 569 842 1,411
 

(注)「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

 

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
全社・消去

(注)

連結
損益計算書
計上額造船 産業向け 建設業向け レジャー

減損損失 － － － － － 9 9
 

(注)「全社・消去」の金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計 全社・消去 合計

造船 産業向け 建設業向け レジャー

(のれん)        

当期償却額 － － 94 － 94 － 94

当期末残高 － － 806 － 806 － 806
 

 

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計 全社・消去 合計

造船 産業向け 建設業向け レジャー

(のれん)        

当期償却額 － － 94 － 94 － 94

当期末残高 － － 711 － 711 － 711
 

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

１株当たり純資産額 213円41銭 235円25銭

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

△112円47銭 13円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － 12円97銭
 

(注)１　前連結会計年度については、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するもの
の、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

 
　　　２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

  

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△) (百万円)

△3,685 434

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社株主に帰属する
当期純損失(△)（百万円）

△3,685 434

　普通株式の期中平均株式数（千株） 32,766 33,006

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

　親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) － －

　普通株式増加数（千株） － 522

　（うち新株予約権）（千株） (－) (522)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の内容

－ －

 

 

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日)

当連結会計年度
（2022年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 7,098 7,871

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 89 86

 （うち新株予約権）（百万円） (89) (86)

 （うち非支配株主持分）（百万円） (－) (－)

普通株式に係る純資産額（百万円） 7,009 7,784

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
32,844 33,090
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(重要な後発事象)

(取得による企業結合)

当社は、2022年５月13日開催の取締役会において、松栄電機㈱の発行済株式の全部を取得し松栄電機㈱及びその子

会社である松栄電気システムコントロール㈱を当社の完全子会社とすることを決議し、株式譲渡契約を締結しており

ます。

 
1.企業結合の概要

　(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

　　　被取得会社の名称　　松栄電機㈱、松栄電気システムコントロール㈱

　　　事業の内容　　　　　配電盤・分電盤等の製造販売

 
　(2) 企業結合等を行った主な理由

 当社は、新サノヤスグループ中期経営計画2021（2022年３月期～2025年３月期）に基づき、既存事業のオー

ガニックグロースに加え、新たな事業領域をグループ内に取り組むべく、Ｍ＆Ａによる体質強化と規模の拡大を

進めています。この一環として、今般当社グループにおける配電盤事業の成長を加速させるため、松栄電機㈱の

株式を100％取得することを決定しました。

　松栄電機㈱は、1941年創業以来80余年、配電盤・分電盤・制御盤メーカーとして長年に亘り顧客のニーズと信

頼に応え、特に通信基地局等の通信インフラ向けに多数の実績を重ねています。当社では、グループ会社のハピ

ネスデンキ㈱において、官庁舎、大学をはじめ大型ビルや空港などの大規模施設向け動力制御盤・分電盤・配電

盤等の製造販売を行っています。松栄電機㈱をグループに迎えることで、営業面の相乗効果、技術・生産面の相

互補完により、当該事業分野のさらなる成長と収益の強化を目指します。

 
　(3) 企業結合日

　　　2022年８月１日（予定）

 
　(4) 企業結合の法的方式

　　　現金を対価とする株式取得

 
　(5) 結合後企業の名称

　　　松栄電機㈱

　　　松栄電気システムコントロール㈱

 
　(6) 取得する議決権比率

　　　100％

 
　(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　当社が現金を対価として株式を取得する株式譲渡契約を締結したことによるものであります。

 
2.被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　当事者間の合意により非開示とさせて頂きます。

 
3.主要な取得関連費用の内容及び金額

　現時点で算定中であります。

 
4.発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　現時点で算定中であります。

 
5.企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内容

　現時点で算定中であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分  
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 (注)１ 1,800 950 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 (注)１ 2,890 2,007 1.0 －

１年以内に返済予定のリース債務  251 302 3.5 －

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除く)

(注)１ 4,009 4,878 1.0
 2023年４月１日～
2035年３月31日

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

 1,093 784 3.5
　 2022年４月１日～
 2028年２月28日

その他有利子負債  － － － －

合計  10,044 8,922 － －
 

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務の平均利率については、リース物件のうち、支払利息を利息法により計上している物件に

係るリース債務の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。また、当該リース物件に係る平均利

率は、リース物件の維持管理費用相当額を含めて算定しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 1,810 1,291 689 521

リース債務 218 222 183 140
 

　

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高

(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

営業委託契約に基づく
原状回復義務等

704 0 122 582
 

　

【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 3,830 8,249 13,191 19,148

税金等調整前当期純利益又は

税金等調整前四半期純損失(△)
(百万円) △288 △397 △130 227

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) 50 △70 92 434

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) 1.53 △2.13 2.81 13.17
 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 1.53 △3.66 4.92 10.35
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 113 1,427

  売掛金 ※１  16 －

  原材料及び貯蔵品 1 6

  未収入金 ※１  1,156 ※１  657

  前払費用 45 24

  短期貸付金 ※１  1,413 ※１  992

  その他 ※１  38 3

  流動資産合計 2,785 3,113

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 0 0

   工具、器具及び備品 0 0

   有形固定資産合計 0 0

  無形固定資産   

   借地権 0 0

   電話加入権 0 0

   ソフトウエア 0 0

   無形固定資産合計 0 0

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  2,357 3,157

   関係会社株式 12,255 12,255

   長期貸付金 ※１  300 －

   前払年金費用 62 22

   その他 200 74

   投資その他の資産合計 15,175 15,508

  固定資産合計 15,175 15,508

 資産合計 17,960 18,621
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※１,※２,※３  3,700 ※１  5,297

  1年内返済予定の長期借入金 2,648 1,896

  未払金 ※１  317 ※１  120

  未払費用 4 3

  未払法人税等 10 153

  賞与引当金 25 24

  その他 ※１  147 18

  流動負債合計 6,853 7,513

 固定負債   

  長期借入金 2,943 4,027

  繰延税金負債 462 662

  退職給付引当金 314 313

  資産除去債務 8 5

  その他 757 2

  固定負債合計 4,487 5,010

 負債合計 11,341 12,524

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,563 2,581

  資本剰余金   

   資本準備金 1,135 1,154

   その他資本剰余金 4,144 521

   資本剰余金合計 5,280 1,675

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △2,331 264

   利益剰余金合計 △2,331 264

  自己株式 △8 △8

  株主資本合計 5,503 4,512

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,026 1,497

  評価・換算差額等合計 1,026 1,497

 新株予約権 89 86

 純資産合計 6,619 6,096

負債純資産合計 17,960 18,621
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業収益 ※１  14 ※１  819

一般管理費 ※１,※２  604 ※１,※２  895

営業損失（△） △589 △75

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※１  32 ※１  117

 その他 31 2

 営業外収益合計 63 120

営業外費用   

 支払利息 ※１  174 ※１  108

 その他 24 10

 営業外費用合計 199 119

経常損失（△） △724 △74

特別利益   

 投資有価証券売却益 4,406 40

 現物配当に伴う交換利益 ※３  245 －

 特別利益合計 4,652 40

特別損失   

 関係会社株式売却損 ※４  5,431 －

 減損損失 842 9

 債権売却損 ※５  44 －

 退職給付制度終了損 － ※６  25

 特別損失合計 6,318 34

税引前当期純損失（△） △2,391 △69

法人税、住民税及び事業税 △63 △321

法人税等調整額 4 △12

法人税等合計 △59 △333

当期純利益又は当期純損失（△） △2,331 264
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

当期首残高 2,542 1,114 4,621 5,735

当期変動額     

欠損填補   △313 △313

剰余金の配当   △163 △163

新株の発行

(新株予約権の行使)
4 4  4

新株の発行

(譲渡制限付株式報酬)
17 17  17

当期純損失     

自己株式の取得     

新株予約権の発行     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 21 21 △477 △455

当期末残高 2,563 1,135 4,144 5,280
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越

利益剰余金

当期首残高 △313 △313 △4 7,959 － － 89 8,048

当期変動額         

欠損填補 313 313  －    －

剰余金の配当    △163    △163

新株の発行

(新株予約権の行使)
   8   △8 0

新株の発行

(譲渡制限付株式報酬)
   34    34

当期純損失 △2,331 △2,331  △2,331    △2,331

自己株式の取得   △4 △4    △4

新株予約権の発行       8 8

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    1,026 1,026  1,026

当期変動額合計 △2,017 △2,017 △4 △2,456 1,026 1,026 0 △1,428

当期末残高 △2,331 △2,331 △8 5,503 1,026 1,026 89 6,619
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 当事業年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

当期首残高 2,563 1,135 4,144 5,280

当期変動額     

欠損填補   △2,331 △2,331

剰余金の配当   △164 △164

新株の発行

(新株予約権の行使)
1 1  1

新株の発行

(譲渡制限付株式報酬)
16 16  16

会社分割による減少   △1,126 △1,126

当期純利益     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 18 18 △3,622 △3,604

当期末残高 2,581 1,154 521 1,675
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越

利益剰余金

当期首残高 △2,331 △2,331 △8 5,503 1,026 1,026 89 6,619

当期変動額         

欠損填補 2,331 2,331  －    －

剰余金の配当    △164    △164

新株の発行

(新株予約権の行使)
   2   △2 0

新株の発行

(譲渡制限付株式報酬)
   33    33

会社分割による減少    △1,126    △1,126

当期純利益 264 264  264    264

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    470 470  470

当期変動額合計 2,596 2,596 － △990 470 470 △2 △522

当期末残高 264 264 △8 4,512 1,497 1,497 86 6,096
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　①子会社株式

移動平均法による原価法

　②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

　(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によっ

ております。

２　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法によっております。

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均

等償却しております。

(2)無形固定資産

定額法

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

(3)リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員の賞与に充当するため、支給見込額基準により計上しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

②数理計算上の差異の処理方法及び過去勤務費用の処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により発生時か

ら費用処理しております。
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４　収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。）等を当事業年度の期首から適用し、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することとしております。

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理方法は、連結財務諸表にお

けるこれらの会計処理の方法と異なっております。　　

(2)ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ取引

ヘッジ対象

　借入金利息

③ヘッジ方針

　市場リスクに係る管理規程に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

④有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段について、キャッシュ・フロー変動額を、ヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評

価しております。

(3)連結納税制度の適用

当社は連結納税制度を適用しております。

(4)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等

の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制

度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への

移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延

税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方税並びに税効果会計の会

計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対

応報告第42号2021年８月12日）を適用する予定であります。
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(会計方針の変更)

　(1)収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。なお、収益認識会計基準等の適用が財務

諸表に与える影響はありません。さらに、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年

度に係る「収益認識関係」注記については記載しておりません。

 
　(2)時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第

10号2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしております。なお、財務諸表に与える影響はありません。

 
(表示方法の変更)

(貸借対照表関係)

　前事業年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「長期前払費用」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「長期前払費用」に表示していた19百万

円は、「その他」として組替えしております。

 
(追加情報)

 （新型コロナウイルス感染症の影響について）

　新型コロナウイルス感染拡大は、依然として収束が見えず不透明な状況は続いていますが、2021年後半の市場環境

が継続するという仮定のもと、固定資産の減損損失の判断については会計上の見積りを実施しております。

　また、新型コロナウイルス感染症拡大による影響については不確定要素が多く、上記の仮定に変化が生じた場合に

は、翌期以降の当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
 

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

短期金銭債権 1,661百万円 993百万円

長期金銭債権 300百万円 －百万円

短期金銭債務 3,245百万円 4,404百万円
 

 
※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は以下のとおりであります。

担保に供している資産

 
 

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

投資有価証券 2,258百万円 －百万円
 

 
担保付債務

 
 

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

借入金 100百万円 －百万円

（うち、短期借入金） 100百万円 －百万円
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※３ コミットメントライン契約

当社は、機動的かつ安定的な資金の調達を行うため㈱三井住友銀行とコミットメントライン契約を締結しており

ましたが、当事業年度末現在、解約しております。当該契約に基づく借入の未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

コミットメントラインの総額 1,000百万円 －百万円

借入実行残高 100百万円 －百万円

借入未実行残高 900百万円 －百万円
 

 
(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高
 

 
前事業年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

営業取引による取引高     

　営業収益 14百万円 819百万円

　その他の営業取引高 1,164百万円 329百万円

営業取引以外の取引による取引高 956百万円 28百万円
 

 
※２ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
 至 2022年３月31日)

給料手当等 217百万円 220百万円

賞与引当金繰入額 25百万円 24百万円

法定福利費 58百万円 69百万円

退職給付費用 14百万円 51百万円

減価償却費 114百万円 0百万円

支払報酬 125百万円 57百万円
 

 
※３　現物配当に伴う交換利益

前事業年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当社の連結子会社であるサノヤス造船㈱が保有していた非上場株式の一部を現物配当により当社へ移管した結果、

当社が受け入れた株式の帳簿価額と、保有していた子会社株式の帳簿価額のうち、受け入れた株式と引き換えられた

とみなされる額との差額を現物配当に伴う交換利益として特別利益に245百万円計上しております。

 

当事業年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 
※４　関係会社株式売却損

前事業年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当社の連結子会社であるサノヤス造船㈱の全株式を譲渡したことによる売却損5,005百万円及びSanoyas Rides

Australia Pty Ltdの全株式を譲渡したことによる売却損426百万円であります。

 

当事業年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

サノヤスホールディングス株式会社(E25662)

有価証券報告書

100/114



 

※５　債権売却損

前事業年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

債権売却損は貸付金を売却した際に生じた売却損であります。

 

当事業年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 
※６退職給付制度終了損

前事業年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

当社は、退職給付制度を変更し、確定拠出年金制度へ移行したことによる終了損失を計上しております。

 
(有価証券関係)

子会社株式は市場価格のない株式等であるため、記載しておりません。なお、市場価格のない株式等である子会社

株式の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

関係会社株式 12,255 12,255
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(税効果会計関係)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

 
前事業年度

(2021年３月31日)
 

当事業年度
(2022年３月31日)

繰延税金資産      

 税務上の繰越欠損金 2,272百万円  2,047百万円

 減損損失 260百万円  14百万円

 株式評価損 116百万円  110百万円

  退職給付引当金 96百万円  95百万円

  その他 45百万円  53百万円

繰延税金資産小計 2,791百万円  2,321百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,272百万円  △2,047百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △519百万円  △274百万円

評価性引当額小計 △2,791百万円  △2,321百万円

繰延税金資産合計 －百万円  －百万円

      

繰延税金負債      

　その他有価証券評価差額金 △443百万円  △655百万円

　前払年金費用 △19百万円  △6百万円

繰延税金負債合計 △462百万円  △662百万円

繰延税金資産(負債)純額 △462百万円  △662百万円
 

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）４　収益及び費

用の計上基準」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 

(重要な後発事象)

当社は、2022年５月13日開催の取締役会において、松栄電機㈱の発行株式の全部を取得し松栄電機㈱及びその子会

社である松栄電気システムコントロール㈱を当社の完全子会社とすることを決議し、株式譲渡契約を締結しておりま

す。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却

累計額

有形固定資産

建物 0 6
6

(6)
0 0 36

工具、器具

及び備品
0 3

3

(3)
0 0 32

建設仮勘定 － 10 10 － － －

計 0 20
20

(9)
0 0 74

無形固定資産

借地権 0 － － － 0 －

電話加入権 0 － － － 0 －

ソフトウエア 0 － 0 － 0 －

計 0 － 0 － 0 －
 

(注1) 主な増加額

     建物　 中之島ダイビル９階改修　　　6百万円

(注2) 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 25 24 25 24
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取・
買増

 

　　取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

 

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告は電子公告により行います。

ただし、電子公告によることができないやむを得ない事由が生じた場合には日本経済

新聞に掲載してこれを行います。なお、電子公告は、当会社ホームページに掲載して

おり、そのアドレスは次のとおりであります。

http://www.sanoyas.co.jp/publicnotice/

株主に対する特典

毎年３月末現在の株主名簿に記録された当社株式１単元(100株)以上を保有する株主
に対し、下記のとおり贈呈します。
「モザイクモール港北大観覧車」の乗車券２枚
「パレットタウン大観覧車」のペア乗車券１枚

上記に加え、当社株式10単元(1,000株)以上を保有する株主に対し、応募のあった株
主の中から抽選で300名に、次の①～④の中でご希望の遊園地の入園券＋フリーパス
２枚を贈呈します。

①那須ハイランドパーク、②東武動物公園、③ひらかたパーク、④グリーンランド
 

(注)　１　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができま

せん。

(1)　法令により定款をもってしても制限することができない権利

(2)　株主割当による募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(3)　単元未満株式買増請求をする権利

２　株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（2004

年６月９日　法律第88号）の施行に伴い、単元未満株式の買取・買増を含む株式の取扱いは、原則とし

て、証券会社等の口座管理機関を経由して行うこととなっています。但し、特別口座に記録されている株

式については、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社が直接取り扱います。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等がありません。

 
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

(1)

 

有価証券報告書及び

その添付書類並びに確認書

事業年度

(第10期)

自　2020年４月１日

至　2021年３月31日
 

2021年６月22日

近畿財務局長に提出。

      

(2)

 

内部統制報告書及び

その添付書類

事業年度

(第10期)

自　2020年４月１日

至　2021年３月31日
 

2021年６月22日

近畿財務局長に提出。

      

(3)

 

四半期報告書及び確認書

 
事業年度

(第11期第１四半期)

自　2021年４月１日

至　2021年６月30日
 

2021年８月６日

近畿財務局長に提出。

  
事業年度

(第11期第２四半期)

自　2021年７月１日

至　2021年９月30日
 

2021年11月10日

近畿財務局長に提出。

  
事業年度

(第11期第３四半期)

自　2021年10月１日

至　2021年12月31日
 

2022年２月８日

近畿財務局長に提出。
      

(4) 臨時報告書     

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決
権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

 
2021年６月23日

近畿財務局長に提出。

 
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定
に基づく臨時報告書

 
2022年１月31日

近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

2022年６月21日

サノヤスホールディングス株式会社

 取締役会 御中

 

ひびき監査法人

 　大阪事務所
 

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士 安　　岐　　浩　　一  
 

 

業務執行社員  公認会計士 宮　　本　　靖　　士  
 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるサノヤスホールディングス株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サ

ノヤスホールディングス株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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ハピネスデンキ㈱ののれんの減損損失の認識要否に関する判断

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

サノヤスホールディングス株式会社の2022年３月31

日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表におい

て、有形固定資産7,793百万円及び無形固定資産1,081

百万円が計上されている。注記事項「（重要な会計上

の見積り）(2)ハピネスデンキ㈱に係るのれん減損の判

定」に記載されているとおり、このうち487百万円はハ

ピネスデンキ株式会社に関するのれんである。

　のれんは超過収益力として認識されており、その効

果の及ぶ期間にわたって償却されるが、のれんを含む

資産グループに減損の兆候があると認められる場合に

は、将来キャッシュ・フローの見積期間を決定したう

えで、資産グループから得られる割引前将来キャッ

シュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによっ

て、減損損失の認識の要否を判定する必要がある。判

定の結果、減損損失の認識が必要と判定された場合、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少

額は減損損失として認識される。

　ハピネスデンキ㈱ののれんについては減損の兆候が

あると判断しており、当連結会計年度において減損損

失の認識の要否を検討するため、当該のれんを含む資

産グループについて回収可能性を検討している。

　のれんを含む資産グループの回収可能価額を算出す

る際に用いる将来キャッシュ・フローの見積りは、市

場の動向やシェアに基づく販売台数、販売価格、粗利

益といった状況に応じ合理的と考えられる様々な要因

を考慮して策定された実行可能な事業計画又は中期経

営計画に基づいている。将来キャッシュ・フローの見

積期間はのれんの残存償却期間である７年とし、中期

経営計画を超える期間の各年度の将来キャッシュ・フ

ローは中期経営計画の最終年度と同額としている。

　のれんの減損損失の認識要否に関する当該判断につ

いては、経営者の仮定や固有の判断に大きく影響を受

けること及び昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大

に伴い当該仮定の不確実性が高くなっていることか

ら、当監査法人は当該事項を「監査上の主要な検討事

項」に該当すると判断した。

当監査法人は、ハピネスデンキ㈱ののれんの減損損

失の認識要否に関する判断の妥当性を検証するため、

主に以下の手続を実施した。

 

 (1) 内部統制の評価

　減損損失の認識の要否に関連する内部統制の整備状

況及び運用状況の有効性を評価した。評価に当たって

は、事業計画及び中期経営計画における重要な仮定の

設定に係る統制に、特に焦点を当てた。

 

 (2) 将来キャッシュ・フローの見積りの合理性の評価

　将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となるハピ

ネスデンキ㈱の事業計画及び中期経営計画の合理性を

評価するため、主に以下の手続を実施した。

●過年度の事業計画・中期経営計画の達成状況及び差

異原因を検討するとともに、過年度の計画達成状況

及び差異原因を踏まえた計画が策定されているかを

確認した。

●経営者等への質問により、会社を取り巻く環境の変

化の有無や今後の経済情勢の予測を確認するととも

に、事業計画及び中期経営計画に含まれる重要な仮

定についての設定方針を理解し、見積りの不確実性

に関する経営者の評価について検討した。 

●過年度の受注残高及び売上高、当連結会計年度末の

受注残高及び事業計画・中期経営計画における売上

予測との関係を分析するとともに、当連結会計年度

末における受注残高・将来の受注見込金額につい

て、注文書・営業活動に関連する報告資料等を入手

して照合し、合理性を評価した。

●事業計画及び中期経営計画の前提となる市場予測及

び景気動向について、外部機関公表数値等の市場

データとの比較を行い、計画の合理性を検証した。
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その他の事項

会社の2021年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前

任監査人は、当該連結財務諸表に対して2021年６月22日付けで無限定適正意見を表明している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、サノヤスホールディングス株

式会社の2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

当監査法人は、サノヤスホールディングス株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及
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び適用される。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して

責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以 上

 
 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

2022年６月21日

サノヤスホールディングス株式会社

 取締役会 御中

 

ひびき監査法人

 　大阪事務所
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　岐　　浩　　一  

 

 

業務執行社員  公認会計士 宮　　本　　靖　　士  
 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるサノヤスホールディングス株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査

を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サノヤ

スホールディングス株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全て

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

当監査法人は、監査報告書において報告すべき監査上の主要な検討事項はないと判断している。
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その他の事項

会社の2021年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人

は、当該財務諸表に対して2021年６月22日付けで無限定適正意見を表明している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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